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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害対策における地域保健活動推進のための実務担当保健師の能力向上に係わる研修ガイドラインの作成と検証 

 

分担研究報告書 
 

研究題目 実務保健師に求められる災害時の役割とコンピテンシー、その遂行に求められる知識・

技術・態度－デルファイ法による災害対応経験のある自治体実務保健師等への意見調査 
 

研究分担者 宮﨑 美砂子（千葉大学大学院看護学研究科・教授） 
研究分担者 奥田 博子  （国立保健医療科学院健康危機管理研究部・上席主任研究官） 
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研究分担者 金谷 泰宏  （国立保健医療科学院健康危機管理研究部・部長） 
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研究分担者 植村 直子 （東京家政大学健康科学部・講師） 
 

研究要旨 
自治体の実務保健師の災害対応力を高めるための研修ガイドライン作成に向けて、検討資料を

得るために、実務保健師に求められる災害時の役割とコンピテンシー（実践能力）、その遂行のた

めに必要とされる知識・技術・態度について、災害対応経験のある実務保健師及び統括保健師等

リーダー保健師を対象に、デルファイ法による意見調査を行った。文献検討及び災害対応経験の

ある実務保健師・統括保健師へのヒアリング調査に基づき、実務保健師に求められる災害時の役

割とコンピテンシー、知識・技術・態度の内容を確定し、質問紙を作成した。調査対象は、過去

１年以上前に発生した甚大な自然災害時に被災地としての対応経験をもつ自治体保健師とした。

候補とした 16 県の市町村の実務保健師及び統括保健師、保健所保健師、県庁の人材育成担当保

健師に対して 3 回の紙面調査を実施した。 
回答者は、第１回調査 238 人、第 2 回調査 175 人、第３回調査 132 人であった。第 3 回調査

の結果、実務保健師に求められる役割・コンピテンシーの 81 項目について、極めて高い同意（90%
以上）は 16（19.8%）、高い同意（80～89.9％）は 38（46･9％）、中程度の同意（70～79.9％）

は 21（25.9％）、低い同意（51～ 69.9%）は 6（7.4％）、同意無（51％未満）は 0 であった。ま

た実務保健師に必要な知識・技術・態度の 100 の内容について、極めて高い同意（90%以上）は

16（16.0%）、高い同意（80～89.9％）は 55（55.0％）、中程度の同意（70～79.9％）は 20（20.0％）、

低い同意（51～ 69.9%）は 8（8.0％）、同意無（51％未満）は 1（1.0％）0 であった。 
災害時における実務保健師の役割・コンピテンシー、知識・技術・態度として、発災直後の超

急性期、急性期及び亜急性期に、同意の程度の高い項目内容が多かった。これらの時期には、実

務保健師の役割として組織内外に明示できる、具体的な対応行動があり、その実施にあたり必要

な知識・技術・態度が求められていると考えられる。一方で、慢性期、静穏期においては、中程

度の同意の項目内容の占める割合が超急性期、急性期・亜急性期に比べて多かった。これらの時

期は、活動の進行管理や支援の調整等のマネジメントが多くなり、実務保健師の役割行動として

自他ともに認識されにくく、それ故に、本調査にて提示した項目内容への回答が中程度の合意に

留まった可能性があると推察された。 

 
（研究協力者） 
霜越 多麻美（千葉大学大学院看護学研究科・特任研究員） 
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Ａ．研究目的  
自治体の実務保健師の災害対応力を高

めるための研修ガイドライン作成に向け

て、検討資料を得るために、実務保健師

に求められる災害時の役割とコンピテン

シー（実践能力）、その遂行のために必要

とされる知識・技術・態度について、災害

対応経験のある実務保健師及び統括保健

師等リーダー保健師を対象に、デルファ

イ法による意見調査を行った。  
デルファイ法とは、これまで合意の得

られていない課題に対して、専門家集団

に対する複数回の質問紙調査を通して意

見を収束させて合意を得る方法である１）。 
本調査にて提示する「実務保健師に求

められる災害時の役割とコンピテンシー

の項目」及び「それらの遂行のために必

要とされる知識・技術・態度の内容」は、

文献検討及び保健師へのヒアリング調査

に基づき作成する。  
なお本調査の結果は、本研究班におけ

る他の分担研究の結果ならびに先行研究

で示した災害時の統括保健師のコンピテ

ンシーの内容２）を踏まえ、実務保健師に

特徴的な災害時のコンピテンシーと役割、

その遂行のために必要な知識･技術･態度、

それら修得のために有効な研修方法を検

討する資料として用い、研修ガイドライ

ンの記載内容の明確化に役立てる。  
  
＜リサーチ・クエスチョン＞  
①災害時において被災地の保健師として、

実務保健師の立場で、期待される役割、

求められるコンピテンシーとは何か？  
②災害時に実務保健師がコンピテンシー

を発揮し役割遂行するうえで必要な知

識・技術・態度の内容とは何か？  
③災害時の実務保健師の役割・コンピテ

ンシーにおいて、統括保健師（リーダー

保健師）と異なる点は何か？  
 
【用語の定義】  
実務保健師：管理的立場及び統括的立場

の保健師を除く保健師を実務保健師とす

る。すなわち、新任期、中堅期にある保健

師で、「保健師に係る研修のあり方等に関

する検討会最終とりまとめ（厚生労働省、

平成 28 年 3 月）」で示すキャリアレベル

A-1～A-4 段階にある保健師とする。  
 
Ｂ．研究方法  
１．調査対象  
１）選定条件  

デルファイ法における調査対象者とし

て、質問紙への回答に対して、経験則か

ら意見、判断を提供できる専門家集団を

選定することが重要である３）。  
過去１年以上前に、甚大な地震又は水

害等の自然災害が発生し、被災地として

被災者及び被災地域への対応経験のある

自治体保健師を調査対象とすることとし、

①市町村（保健所設置市を含む）の実務

保健師、②市町村の統括保健師等リーダ

ー保健師（以下、統括保健師）、③管轄市

町村が被災した際の市町村支援の経験を

もつ県型保健所の保健師、④被災都道府

県として被災地支援の対応経験のある自

治体本庁の人材育成担当の保健師を含む、

とした。  
２）選定手順  
（１）候補都道府県の選定  

過去１年以上前に、甚大な地震又は水

害等の自然災害が発生し、被災地として

被災者及び被災地域への対応経験のある

都道府県（以下県）として 16 県を研究班

にてリストアップした。  
（２）調査対象候補の市町村及び保健所

保健師の推薦  
上記 (1)の 16 県の本庁の人材育成担当

保健師から、当該県内において、１）に示

す選定条件を充たす市町村  複数か所、さ

らに保健所保健師  複数人の推挙を得て、

58 市町村、61 人の保健所保健師、16 県

庁の人材育成担当保健師（以下、県庁保

健師）に調査への協力依頼を行った。  
なお市町村において調査対象とする実

務保健師は、被災当時、新任期、中堅期の

いずれであってもよいこと、１つの市町
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村内において回答協力可能な実務保健師

の人数は限定しないこと、また市町村の

統括保健師は、被災当時、統括保健師等

リーダーでなくてもよい、とした。  
 

２．質問紙の作成と調査の実施方法  
１）第 1 回調査  
(1)質問紙の作成  
 質問紙にて提示する「実務保健師に求

められる災害時の役割とコンピテンシー

の項目」及び「それらの遂行のために必

要とされる知識・技術・態度の内容」は、

以下に示す手順で検討した。  
①文献検討  

公表されている災害時の保健師の活動

記録から、災害時の実務保健師の役割・

コンピテンシーとして 19 項目 102 の内

容、88 の知識・技術・態度の内容を導出

し、素案とした。概要を以下に示す。  
【素案の概要】  
●時期Ⅰ：超急性期は、発災直後から 72 時

間である。たとえば、Ⅰ－1 の被災者への応

急対応では、被災者・避難者の中から要医療、

要支援者を把握して、救急医療、福祉避難所

への移送をする。この実践能力に必要な知

識・技術として、要支援者を把握するための

知識、トリアージなどがある。研修方法は、

集合対面やオンライン研修を行うといった

ことが考えられる。また、これに関連した内

容で、対応するのに必要な人員を判断し、統

括保健師へ報告するといった能力も必要で

あり、研修方法ではシミュレーション演習な

どが考えられる。  

●時期Ⅱ：急性期・亜急性期は、中長期的な

時期である。Ⅱ－1 の持続的な健康管理体制、

安心・安全な環境づくりに取り組む必要があ

る。たとえば、避難者の健康状態のアセスメ

ント、環境づくりに取り組むといった実践能

力である。また、子供や女性など、発達段階

やジェンダーなどの知識等が必要となる。Ⅱ

－2 の避難所の衛生管理の体制づくりでは、

食中毒予防、感染症予防の衛生管理、トイレ・

ごみの管理、生活支援物資（特に医薬品）の

管理、支援者の算定などが必要である。また、

自身や同僚の健康管理も重要である。過酷な

状況での活動であり、自身や職場の健康管理

が重要である。  

●時期Ⅲ：慢性期は、復旧・復興期である。

外部支援者は短期間で入れ替わること、また

外部支援者が撤退した後の継続性の点から、

課題や支援の視覚化、見える化を行い、継続

した活動を担保する必要がある。福祉避難所

も本格化し、助言・支援が求められる。自宅

滞在者への支援、健康調査の企画と実施が入

り、そのために必要な人員の確保、マネジメ

ントをする実践能力が必要となる。保健事業

の持続、または再開についての判断、場や人

員の確保が求められる。  

●時期Ⅳ：静穏期は平時の備えの時期であ

る。外部支援者撤退後の体制づくり、地元の

マンパワー、関係機関の活動状況、新たな人

材の養成、先を見越したマネジメントが必要

である。生活再建やコミュニティの支援とし

て、その地域の文化や特徴を踏まえた活動に

取り組む。コミュニティづくりのために、交

流の場を確保するといった内容や、地域診

断、地区組織活動のスキルが必要となる。持

続的に、かつタイミングをとらええて、生活

調査を行うこと。また、地域住民との協働に

よる防災や減災の取り組み、地域住民の力が

求められる。自分たちの地域の脆弱性のアセ

スメント、協力者となりうる支援者との関係

づくり、要配慮者の災害への備えへの関心を

高める訓練の企画、要配慮者への対応計画と

地域防災計画への反映、地域防災計画への保

健師の位置づけを理解する。地域防災計画、

所属組織の災害時活動マニュアルの整合性

をはかる。要配慮者に対するマニュアル等の

作成、組織としての対応計画の立案にかかわ

る。平常時から関係する支援者との連携、災

害支援活動における保健師活動の伝承、その

ための資料収集、研修会の企画実施への参画

がある。自身や家族の災害への備えも示し

た。  

 
②災害対応経験のある自治体の実務保健

師・統括等リーダー保健師 12 名（市町村

保健師 9 名、保健所保健師 3 名）へのヒ
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アリング調査  
 コンピテンシー等の項目内容の素案に

対して、実務保健師に求める役割・コン

ピテンシー、知識・技術・態度、研修方法

について、災害対応経験のある自治体の

実務保健師・統括等リーダー保健師に意

見を求めた。  
【市町村保健師からの意見】  
〇（トリアージ）発災初期の避難所における

医療的・保健的なトリアージは必要。トリア

ージは複数回訓練しないと動けない。福祉避

難所が開設しない初期には避難所内に福祉

避難所的なエリアを設ける対応力も必要。  

〇（環境整備）水・食料・トイレの確保など

の生きるための環境整備の力も必須。  

〇（情報収集）津波被害では指定避難所に住

民が来所することは困難である。DMAT 等の

支援チームと行動を共にしながら住民の避

難先を探索することが求められた。要配慮者

を探索する場合、民生委員等の地域との協働

（情報をもらう）が大事である。被災地域全

体を見て動く視点、活動のイメージが必要で

ある。  

〇（要配慮者対応）避難所に来所できる人は

ある程度自立している。在宅被災者の支援が

重要である。発災後の経過に伴い要配慮者の

居場所、状況も変化する。地域の要配慮者を

保健師が日頃から把握、平時からの関係者と

の連携が基本であるが、いざという時に連携

するマネジメント力も必要。  

〇（感染症対策）災害時の感染症予防や生活

衛生・環境整備の知識と実行力が必要で、住

民リーダーに健康教育や普及啓発のできる

技術が必要である。  

〇（外部支援者との協働）外部支援者の短期

交代に対してオリエンテーションの調整役

が必要。エリア担当の保健師がミーティング

運営や支援者への指示が出せるとよい。現地

の保健活動に負荷をかけるような外部支援

に対しては意見が言える力が必要。  

〇（保健事業の再開）被災者同士の交流の意

味を持たせることが大事である。  

〇（健康管理）保健師も家族の事情を上司に

言えることは重要。外部支援者は休日も稼働

する中で、オリエンテーションやミーティン

グへ対応を含め現地保健師が休める体制づ

くりは重要。  

〇（組織の理解・法律の理解）市町村地域防

災計画上の組織の理解、災害対策本部とのつ

ながり、保健福祉部門の位置づけ、災害救助

法の理解は重要。  

 
【保健所保健師からの意見】  
〇（情報の活用）災害対策本部からの情報収

集と現場の情報提供はスタッフであっても

必要。災害対策本部との情報の上り下りを意

識した情報活用の力が必要。課題を統括保健

師に伝えられる力が必要。  

〇（組織の理解）市町村の組織的な対応体制

の理解が平時から必要。  

〇（受援要請）受援要請の判断を統括に任せ

るだけでなく現場サイドからも判断できる

ことが重要。  

〇（全体と目前の両者への対応視点）アセス

メントで全体を捉える力と同時に被災者へ

の応急対応力が期待されている。次の段階を

想像し必要な情報を把握して統括に繋げら

れる力が必要。  

〇（災害支援ツールの理解）EMIS など災害

支援ツールを知っておく必要がある。  

〇（外部支援者との連携・マネジメント）外

部支援チームの役割と連携の有益性を知っ

ておくことが必要。外部支援者に支援を丸投

げするのではなく、保健師が課題をマネジメ

ントした上で協働することが大事である。マ

ネジメントができるとコミュニケーション

ができるので外部支援者が来ても混乱がな

い。受け身ではなくここを依頼する側の主体

性が必要  

〇（被災者に対するアセスメントと地域のマ

ネジメント）居住先が定まってからの住民の

健康管理の支援力が重要。健康の維持、二次

被害や災害関連死の防止のアセスメント力

と共に、外部支援者に委ねられる部分が何か

のマネジメント力が必要。その判断を統括保

健師に挙げていくことが重要。復旧復興期の

支援はまちづくりに変化していくので課題

を整理するマネジメント力が必要。事業の再
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開が被災者へのケアになるという理解がで

きるとよい。  

〇（研修）災害時に必要な知識と先を見通し

たマネジメント力、市町村として目指すこと

を多様な立場の人から把握するためのコミ

ュニケーション力を養うことが大事。  

〇（研修）日常で身に付けることができない

部分は研修が必要。知識面、先を見通したマ

ネジメント力、互いを知り学びあえる場、を

考えると研修は保健所単位が望ましい。市町

村と保健所はチームを組んで動くという意

識を育む。  

〇（研修）実務者は保健所、統括者は都道府

県が主導しながら研修の実施ができるとよ

い。  

 
 ヒアリングから、災害に対する実務保

健師の研修のあり方について以下を確認

した。  
・知識面、訓練によるスキル修得、考え

る力（マネジメント力）の育成の部分

がある。  
・個人の力量、連携、外部支援者との関

わりなど複数のチャンネルで能力育成

を考える必要がある。  
・研修が実務者個人の能力開発、連携力、

コミュニケーション力の開発に役立つ

とよい。  
・研修会参加者が相互に学び合い、その

学び合いが災害時の実践に連動する基

盤となるとよい。  
・実務者は保健所、統括者は都道府県が

主導しながら研修の企画・実施ができ

るとよい。  
・他の関連研修との関連・位置づけを明

確にする必要がある。  
ヒアリングを踏まえ、コンピテンシー

等の項目内容の素案を精錬させて質問紙

（案）を作成した。研究班での複数回の

討議を経て、災害時において実務保健師

に求められる役割・コンピテンシーとし

て、時期Ⅰ：超急性期、時期Ⅱ：急性期及

び亜急性期、時期Ⅲ：慢性期、時期Ⅳ：静

穏期毎に、合計 27 項目・81 のコンピテ

ンシー、94 の知識・技術・態度の内容を

確定し、第１回調査の質問紙の調査項目

内容とした（表１）。  
 

(2)調査の実施方法  
『災害発生時に、被災地の保健師とし

て、発災直後から復旧復興、平時に至る

まで、被災者や地域への健康支援を実際

に担ってきた自身の体験に照らしたとき

に、以下の災害サイクルの各期（超急性

期、急性期・亜急性期、慢性期、静穏期）

に示す、「実務保健師に求められる役割・

コンピテンシーの項目」及びその役割・

コンピテンシーを発揮する上で「必要な

知識・技術・態度の内容」のそれぞれの重

要性について、どの程度、合意できるか』

について、項目内容毎に、４「極めて重要

である」、３「非常に重要である」、２「あ

る程度  重要である」、１「あまり重要で

はない」の 4 段階で回答を求めた。また

提示した以外の項目や内容で必要と思う

事柄について自由記載による意見を求め

た。  
 
２）第２回調査  
(1)質問紙の作成（表２）  
 第 1 回調査の回答から得られた自由記

載の内容を検討し、表２に示すように、1
つのコンピテンシー、6 つの知識・技術・

態度の項目内容について追加あるいは表

現修正を行った。  
(2)調査の実施方法  

第 1 回調査結果の資料（各項目内容の

集計及び自由記載の概要）を質問紙に同

封し、第 2 回調査は第 1 回調査結果を参

考に回答願いたいこと、また本調査の目

的が、実務保健師に求められる役割・コ

ンピテンシーを明確にすることであり、

回答の際は、統括保健師や管理者等の役

割・コンピテンシーとの識別に焦点をあ

てて欲しいことを調査依頼書に記載した。 
また第 2 回調査において回答依頼する

項目内容を以下のように焦点化した。  
①「極めて重要である」または「非常に重    
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要である」と回答者の 80％以上が同意

した項目については合意が得られた項

目内容とし、第 2 回調査では扱わない

こととした（質問紙では該当する項目

内容をグレー文字で表示した）。  
②第 2 回調査では、同意率が 80%未満の

項目について、再度、意見を尋ねる項

目内容とした。  
③追加または表現修正した項目内容を明

示し意見を尋ねた。  
提示した「実務保健師に求められる役

割・コンピテンシーの項目」及びその役

割・コンピテンシーを発揮する上で「必

要な知識・技術・態度の内容」のそれぞれ

の重要性について、どの程度、合意でき

るか、について、４「極めて重要である」、

３「非常に重要である」、２「ある程度  重
要である」、１「あまり重要ではない」の

4 段階で回答を求めた。また提示した以

外の項目や内容で必要と思う事柄につい

て自由記載による意見を求めた。  
 
３）第３回調査  
(1)質問紙の作成（表２）  

第 2 回調査の回答から得られた自由記

載の内容を検討し、表２に示すように、1
つのコンピテンシー、5 つの知識・技術・

態度の項目内容について追加あるいは表

現修正を行った。  
 
(2)調査の実施方法  
第 2 回調査結果の資料（各項目内容の

集計及び自由記載の概要）を質問紙に同

封し、第 3 回調査は第 2 回調査結果を参

考に回答願いたいことを調査依頼書に記

載した。  
また第 3 回調査において回答依頼する

項目内容を以下のように焦点化した。  
①第 1 回及び第 2 回の調査において、実

務保健師に求められる役割・コンピテ

ンシー、必要な知識・技術・態度の同意

率がそれぞれ 69.9%以下であった項目

内容は、第 3 回調査では扱わないこと

とした（質問紙では該当する項目内容

をグレー文字で表示した）。  
②第 2 回調査において同意率が 80%以上

の項目は、第 3 回調査においても、扱

わないこととした（質問紙では該当す

る項目内容をグレー文字で表示した）。 
③追加または表現修正した項目内容を明

示し意見を尋ねた。  
④第 2 回調査において同意率が中程度

（70%～79.9%）の項目のうち、第 1 回

と第 2 回の調査結果において同意の程

度に変化のあった項目（（例）中程度か

ら高い同意に回答が変化）、について、

再度、意見を尋ねることとした。なお

回答者の立場（市町村実務保健師、市

町村統括保健師、保健所保健師、都道

府県本庁保健師）によって、第 1 回と

第 2 回の調査結果において同意の程度

に変化のあった項目についても、再度、

意見を尋ねることとした。  
⑤第 3 回調査において追加または表現修

正した項目内容は明示し意見を尋ねる

と共に、第 2 回調査で追加または表現

修正した項目についても再度意見を尋

ねることとした。  
 提示した「実務保健師に求められる役

割・コンピテンシーの項目」及びその役

割・コンピテンシーを発揮する上で「必

要な知識・技術・態度の内容」のそれぞれ

の重要性について、どの程度、合意でき

るか、について、４「極めて重要である」、

３「非常に重要である」、２「ある程度  重
要である」、１「あまり重要ではない」の

4 段階で回答を求めた。また提示した以

外の項目や内容で必要と思う事柄につい

て自由記載による意見を求めた。  
４）調査期間：平成 30 年 12 月中旬から

平成 31 年 3 月上旬  
 
３．分析方法  

デルファイ法において、合意が得られ

たとする同意率の算出方法及びその判断

基準は、先行研究によって様々である４）。 
本調査は、自治体の実務保健師の災害

対応力を高めるための研修ガイドライン
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作成に向けての検討資料を得ることが目

的である。したがって、提示した実務保

健師の役割・コンピテンシー、知識・技

術・態度の内容に対する、合意の程度の

実態を知ることが大事となる。  
先行研究を参考に５）、同意率の程度を

定め、その実態を把握することとする。

すなわち、本調査では、同意率を「極めて

重要である」「非常に重要である」と回答

した者の合計%で示し、80%以上を高い

同意（ 90%以上は特に高い同意）、 70～
79.9％を中程度の同意、51～69.9％を低

い同意、51％未満を同意無、とした。  
 
４．倫理的配慮  
 調査の対象とする市町村、保健所保健

師を県庁保健師より推挙を得て候補者と

して調査票を送付したところであるが、

調査協力の諾否に関わる最終判断は回答

者個人の自由意思によることを調査依頼

書に明記した。質問紙の回答は無記名で、

別紙の同意書と同一の返信用封筒にて回

答者個人の投函により返送してもらい、

受理後は別々に管理した。付与した ID 番

号は第 2 回及び第 3 回の質問紙の送付時

のみに用いた。  
なお、第 1 回調査の質問紙の作成過程

で行った、災害対応経験のある自治体実

務保健師等へのヒアリング調査、その後

のデルファイ調査については、研究代表

者の所属機関の倫理審査委員会にて承認

を得て実施した（ヒアリング調査の承認

番号：30-38 及びデルファイ調査の承認

番号：30-69）。  
  
Ｃ．研究結果  
１．回答者の概要（表３）  

第 1 回調査では、実務保健師 128 人、

統括保健師 28 人、保健所保健師 64 人、

県庁保健師 18 人の合計 238 人から回答

が得られた。  
第 2 回調査では、実務保健師 89 人、統

括保健師 22 人、保健所保健師 48 人、県

庁保健師 16 人の合計 175 人から回答が

得られた。  
第 3 回調査では、実務保健師 64 人、統

括保健師 10 人、保健所保健師 43 人、県

庁保健師 15 人の合計 132 人から回答が

得られた。  
 
２．コンピテンシー項目及び知識・技術・

態度の内容に対する合意状況（表３～５） 
 第 3 回調査の質問紙の構成及び回答者

132 名の各項目内容に対する同意の概要

を表 4 に、項目内容毎の集計結果を表５

に、立場別の回答状況を表６に示す。  
１）全体の傾向（表４）  
 集計結果を概観すると、実務保健師に

求められる役割・コンピテンシーの 81 項

目について、極めて高い同意（90%以上）

は 16（19.8%）、高い同意（80～89.9％）

は 38（ 46･9％）、中程度の同意（ 70～
79.9％）は 21（25.9％）、低い同意（51～  
69.9%）は 6（7.4％）、同意無（51％未満）

は 0 であった。  
また実務保健師に必要な知識・技術・

態度の 100 の内容について、極めて高い

同意（90%以上）は 16（16.0%）、高い同

意（80～89.9％）は 55（55.0％）、中程度

の同意（70～79.9％）は 20（20.0％）、低

い同意（51～  69.9%）は 8（8.0％）、同

意無（51％未満）は 1（1.0％）0 であっ

た。  
 実務保健師に求められる役割・コンピ

テンシーの内容、必要な知識・技術・態

度の内容のいずれにおいても、時期Ⅰ：

超急性期、時期Ⅱ：急性期及び亜急性

期、時期Ⅲ：慢性期、時期Ⅳ：静穏期の

順で、「極めて高い同意（90％以上）」

「高い同意（80～89.9％）」の占める割

合（％）が高い傾向にあった。  
 
２）極めて高い同意を示した項目内容

（表５）  
(1)時期Ⅰ：超急性期  

Ⅰ -1 被災者への応急対応の役割・コン

ピテンシーとして「避難者の健康観察、

避難環境の整備により、二次的な健康被
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害の発生を予防する（同意率 95.4％）」

「保健福祉事業実施中の場合は、事業参

加者の安全を確保し住民の不安が最小限

となるよう統括保健師と連携の下、住民

に情報提供を行う（同意率 94.7％）」、

「被災者・避難者の中から重症傷病者等

の救急医療の必要な人、持続的な医療や

ケアが必要な人、配慮の必要な人を特定

し、緊急搬送、福祉避難所への移送、別

室等での対応を行う。また緊急ではない

要医療者の手当て、要配慮者への継続的

な見守りを行う（同意率 90.2％）」、「必

要な応援内容と人員を判断し、統括保健

師へ報告する（90.9％）」、Ⅰ -2 救急医療

の体制づくりとしての役割・コンピテン

シーとして「診療可能な病院、医療の確

保を必要とする被災者に関する情報収集

を行う（同意率 93.9％）」、「医療を必要

とする被災者への医療提供体制づくりに

ついて統括保健師を補佐し協働する (同
意率 90.2％ )」、Ⅰ -3 要配慮者の安否確

認と避難への支援の役割・コンピテンシ

ーとして「平時から把握している要配慮

者のうち早急に安否確認の必要な対象者

を判断する（同意率 92.4％）」、「安否確

認の体制づくりを行う（同意率

91.7％）」、Ⅰ -4 被災地域のアセスメント

と受援ニーズの明確化（迅速評価）の役

割・コンピテンシーとして「避難所等巡

回、関係者及び災害対策本部等からの情

報を活用して、被災者のヘルスニーズの

概要を迅速に把握し、優先度を高くして

対応すべき地域の課題と対象を明確にす

る（同意率 91.6％）」において 90％を超

える極めて高い同意率を示した。  
 実務保健師に必要な知識・技術・態度

では、Ⅰ -1 被災者への応急対応として

「災害時の二次的健康被害の理解」「避

難環境のアセスメント」、「保健福祉事業

中の災害発生に対する住民の安全確保と

対応方法の理解」、「避難先での被災者の

健康状態の把握」、「感染症予防対策の実

施」、「自身の安全確保と組織活動を意識

した行動の実施」、「保健福祉的視点から

のトリアージ」、「指示命令系統の理

解」、Ⅰ -2 救急医療の体制づくりとして

「医療依存度の高い被災者に関する情報

収集」、Ⅰ -4 被災地域のアセスメントと

受援ニーズの明確化（迅速評価）として

「優先度の高い課題と対象のリストアッ

プ」において同意率 90％以上を示し

た。  
 (2)時期Ⅱ：急性期及び亜急性期  
 Ⅱ -1 持続的な健康管理の体制づくりの

役割・コンピテンシーとして「二次的健

康障害を未然に予防するための対策を講

じる（同意率 93.1％）」、「関連死のリス

ク兆候を早期に把握し必要な個別対応と

予防対策を講じる（同意率 93.1％）」、

「被災者・避難者の心身の健康状態をア

セスメントし、セルフケアのために必要

な情報や仕組みを判断する（同意率

92.3％）」、Ⅱ -5 要配慮者への継続的な支

援体制づくりの役割・コンピテンシーと

して「避難所の生活環境を要配慮者の視

点からアセスメントし調整の必要な事項

について避難所運営管理者に助言する。

また必要に応じて地域住民の理解促進を

助ける（同意率 90.8％）」、Ⅱ -7 保健福

祉の通常業務の持続・再開及び新規事業

の創出の役割・コンピテンシーとして

「保健事業の再開を通して、被災者のヘ

ルスニーズを把握する方策を持つと共

に、要配慮者を把握し適切な支援につな

げる（同意率 90.8％）」、Ⅱ -8 自身・同

僚の健康管理の役割・コンピテンシーと

して「自身・同僚のストレス・健康状態

の把握と休息の必要性について判断する

（同意率 90.2％ )」において 90％を超え

る極めて高い同意があった。  
 実務保健師に必要な知識・技術・態度

では、Ⅱ -1 持続的な健康管理の体制づく

りとして「亜急性期の被災者の心理的反

応とこころのケアに関する知識」、「廃用

性症候群の理解と防止策の実施」、Ⅱ -
2．避難所の衛生管理及び安心・安全な

生活環境の体制づくりとして「感染症予

防・食中毒予防に関する技術」、Ⅱ -6．
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自宅滞在者等への支援として「地域の多

様な場において支援の必要性のある個

人・家族の把握と対応」において同意率

90％以上を示した。  
(3)時期Ⅲ：慢性期  
 90％以上の極めて高い同意を示した、

役割・コンピテンシー、知識・技術・態

度はなかった。  
高い同意（80～89.9％）のうち 85％

以上の同意を示したものを挙げると以下

のとおりである。  
 Ⅲ -2 被災地域のアセスメントと重点的

に対応すべきヘルスニーズの把握の役

割・コンピテンシーとして「きめ細かく

対応すべきヘルスニーズを検討し、活動

の在り方を判断する（同意率

87.6％）」、「定期的な健康生活調査等に

基づき、被災者の健康課題の明確化を図

り、対策につなげる（同意率

87.6％）」、「仮設住宅単位、地区単位

に、地域住民のヘルスニーズを持続的に

把握する方法を構築すると共に、仮設住

宅等移動後に生じるヘルスニーズの変化

を明らかにする（同意率 86.4％）」、「未

対応のニーズ、潜在化しているニーズを

明らかにする（同意率 85.3％）」、Ⅲ -3．
被災地域住民への長期的な健康管理の体

制づくりの役割・コンピテンシーとして

「配慮者の応急仮設住宅等への移動後の

生活状況とヘルスニーズを把握する（同

意率 87.7％）」があった。  
 実務保健師に必要な知識・技術・態度

では、Ⅲ -2．被災地域のアセスメントと

重点的に対応すべきヘルスニーズの把握

として「復旧・復興期に生じ易い被災者

の健康問題及び生活上の問題の理解」

「ヘルスニーズの変化、未対応のニーズ

及び潜在化しているニーズの検討」、Ⅲ -
3．被災地域住民への長期的な健康管理

の体制づくりとして「関係者との連携に

よる持続的な支援体制づくり」、「住民の

長期的な健康管理に活用できる情報源及

び地域資源の理解」があった。  
(4)時期Ⅳ：静穏期  

 Ⅳ -2．災害時の保健活動の地域防災計

画、マニュアル、仕組みへの反映の役

割・コンピテンシーとして「地域防災計

画から、災害時の保健師の位置づけを確

認する（同意率９０．９％）」の内容に

おいて 90％を超える極めて高い同意が

あった。  
 実務保健師に必要な知識・技術・態度

では、Ⅳ -5．自身及び家族の災害への備

えとして「家族間の安否の確認・連絡方

法に対する理解（同意率 90.2％）」にお

いて極めて高い同意があった。  
85％以上の同意を示したものを挙げる

と以下のとおりである。  
Ⅳ -1．地域住民や関係者との協働によ

る防災・減災の取り組みの役割・コンピ

テンシーとして「平常時のかかわりを通

じて、災害時の健康支援への協力者とな

りうる地域住民や地元の関係者と保健師

の信頼関係を構築する（同意率

87.7％）」、Ⅳ -2．災害時の保健活動の地

域防災計画、マニュアル、仕組みへの反

映の役割・コンピテンシーとして「地域

防災計画と災害時保健活動マニュアル等

の実施計画との関連及び整合性を図る

（同意率 88.5％）」、Ⅳ -4．災害支援活動

を通じた保健師の専門性の明確化の役

割・コンピテンシーとして「災害時の活

動経験を人材育成に活かす（87.1％）」、

「災害時の活動経過を検証するために記

録や資料を整理する（同意率

86.4％）」、「災害時の対応経験を振り返

り意味づけを行うことを通して学びと教

訓を得る（同意率 85.6％）」、Ⅳ -5．自身

及び家族の災害への備えの役割・コンピ

テンシーとして「災害発生時の家族間の

安否確認方法、居住地の避難所及び避難

経路等を確認しておく（同意率

87.9％）」、「勤務中に災害が発生した時

の対応についてあらかじめ家族間で話し

合っておく（同意率 86.4％）」があっ

た。  
 実務保健師に必要な知識・技術・態度

では、Ⅳ -2．災害時の保健活動の地域防
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災計画、マニュアル、仕組みへの反映と

して「所属自治体における所属組織の分

掌と指示命令系統の理解」、Ⅳ -5．自身

及び家族の災害への備えとして「災害発

生時に自身や家族に起こりうる状況の理

解」「個人の安全・健康維持に必要な物

品の理解」があった。  
 
３）低い同意を示した項目内容（表５及

び表６）  
(1)時期Ⅰ：超急性期  
 Ⅰ -3 要配慮者の安否確認と避難への支

援の役割・コンピテンシーとして「安否

確認のもれ、不明者の確認に対する持続

的な管理を行う」は同意率 69.7％であ

った。立場別の回答状況をみると、市町

村統括保健師の同意率は 80.0％であっ

たのに対して市町村保健師、保健所保健

師、県庁保健師の同意率はそれぞれ、

68.8％、67.4％、73,3％であった。  
実務保健師に必要な知識・技術・態度

では、Ⅰ -1 被災者への応急対応として

「応急手当の実施」の同意率は 42.4％
と提示した内容の中で最も低く、その回

答傾向は立場別の状況を見ても共通して

いた。   
Ⅰ -2．救急医療の体制づくりとして

「地域医療の稼働や緊急受入に関する情

報収集」は同意率 65.2％であった。こ

れについて立場別の回答状況をみると、

市町村保健師及び市町村統括保健師の同

意率はそれぞれ 71.9％、70.0％である一

方で、保健所保健師及び県庁保健師の回

答はそれぞれ 55.8％、60.0％であった。  
Ⅰ -4 被災地域のアセスメントと受援ニ

ーズの明確化（迅速評価）では「数量デ

ータによる、健康課題の根拠の提示」は

同意率 63.1％であった。これについて

立場別の回答状況をみると、保健所保健

師の同意率は 70.7％であるのに対し

て、市町村保健師、市町村統括保健師、

県庁保健師の回答は、それぞれ

62.5％、60.0％、46.7％であった。  
(2)時期Ⅱ：急性期及び亜急性期  

 Ⅱ -3．被災地域のアセスメントと重点

的に対応すべきヘルスニーズの把握の役

割・コンピテンシーとして「災害対策本

部に求める対応の根拠を作成する」は同

意率 59.5％であった。これについて立

場別の回答状況をみると同様の傾向があ

り、それぞれの同意率は、市町村保健師

60.9％、市町村統括保健師 60.0％、保健

所保健師 54.8％、県庁保健師 66.7％で

あった。  
 Ⅱ -7．保健福祉の通常業務の持続・再

開及び新規事業の創出の把握の役割・コ

ンピテンシーとして「既存事業の工夫に

加え、新規事業の創出の必要性について

検討し提言する」の同意率は 62.6％で

あった。これについて立場別の回答状況

をみると、市町村統括保健師の同意率が

他と比べてやや高く、各同意率は、市町

村保健師 64.1％、市町村統括保健師

70.0％、保健所保健師 57.1％、県庁保健

師 66.7％であった。  
実務保健師に必要な知識・技術・態度

においては低い同意に該当する内容はな

かった。  
(3)時期Ⅲ：慢性期  
 Ⅲ -4．生活再建・コミュニティへの支

援の役割・コンピテンシーとして「地域

の文化、地域住民の気質・価値観などの

尊重と配慮について支援者間で共有を図

る」の同意率は 64.6％であった。これ

について立場別の回答状況をみると、そ

れぞれ立場で同意率が異なる傾向があ

り、市町村保健師 67.2％、市町村統括

保健師 50.0％、保健所保健師 61.0％、

県庁保健師 73.3％であった。  
実務保健師に必要な知識・技術・態度

では、Ⅲ -1．外部支援撤退時期の判断と

撤退後の活動に向けた体制づくりについ

て「復旧・復興期における活動計画及び

人的・物的・財政的な資源確保の方策立

案（同意率 69.5％）」、「外部支援者の撤

退時期の判断と引継ぎ計画の立案（同意

率 68.7％）」であった。これらについて

立場別の状況をみると、保健所保健師の
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同意率が他に比べて低い傾向があり、各

同意率は、それぞれ、市町村保健師

71.9％、73.4％、市町村統括保健師

70.0％、70.0％、保健所保健師 64.3%、

61.9％、県庁保健師 73.3％、66.7％であ

った。  
(4)時期Ⅳ：静穏期  

Ⅳ -1．地域住民や関係者との協働によ

る防災・減災の取り組みの支援の役割・

コンピテンシーとして「アセスメント結

果に基づき、住民や関係者との協働によ

る防災・減災に対する取組計画を策定す

る」の同意率は 63.8％であった。これ

について立場別の回答状況をみると、県

庁保健師の同意率が 80.0％であったの

に対して、市町村保健師 60.9％、市町

村統括保健師 60.0％、保健所保健師

63.4％であった。  
Ⅳ -2．災害時の保健活動の地域防災計

画、マニュアル、仕組みへの反映の支援

の役割・コンピテンシーとして「応援・

受援に関する計画を立案し組織で共有す

る」の同意率は 68.5％であった。これ

について立場別の回答状況をみると、市

町村保健師 65.6％、市町村統括保健師

70.0％、保健所保健師 68.3％、県庁保健

師 80.0％であった。  
実務保健師に必要な知識・技術・態度

では、Ⅳ -1．地域住民や関係者との協働

による防災・減災の取り組みとして「災

害時の共助について住民及び関係者と共

に考える場の企画・実施・評価」の同意

率が 69.2％であり、これについて立場

別の回答状況をみると、市町村保健師の

同意率が他に比べて低い傾向にあり、各

同意率は、市町村保健師 64.1％、市町

村統括保健師 70.0％、保健所保健師

70.7％、県庁保健師 86.7％であった。  
Ⅳ -3．要配慮者への災害時の支援計画

立案と関係者との連携の促進について

「要配慮者の個別の災害時支援計画の立

案（同意率 64.6％）」「要配慮者の個別

支援計画等の実効性を高めるための訓練

等の方策の企画・実施・評価（同意率

68.7％）」「災害サイクルを通じて要配慮

者に必要とされる支援についての関係者

間の共通認識の促しと場の設定（同意率

68.8％）」であり、立場別の回答状況を

みると、それぞれの同意率は、市町村保

健師 57.1%、68.3％、65.1％、市町村統

括保健師 70.0%、40.0％、70.0％、保健

所保健師 70.0％、69.8％、70.0％、県庁

保健師 78.6％、86.7％、80.0％であり立

場により異なる傾向があった。  
 

Ｄ．考察  
１．デルファイ調査から捉えられた災害

時の実務保健師に求められる役割・コン

ピテンシー、必要とされる知識・技術・

態度  
 災害時における実務保健師の役割・コ

ンピテンシー、知識・技術・態度とし

て、発災直後の超急性期、その後の急性

期及び亜急性期に、同意の程度の高い項

目内容が多かった。これらの時期におい

て実務保健師の役割が期待されているこ

とが推察される。その背景には、これら

の時期には、実務保健師の役割として組

織内外に明示できる、具体的な期待され

る対応行動があり、その実施にあたり必

要な知識・技術・態度が求められている

と考えられる。  
 一方で、慢性期、静穏期においては、

中程度の同意の項目内容の占める割合が

超急性期、急性期・亜急性期に比べて多

かった。慢性期及び静穏期は、地域の復

旧・復興の進展具合、元来の地域性、所

属組織の体制等、様々な要因が被災現地

の保健師の活動に影響を及ぼす状況があ

ったと考えられる。また慢性期及び静穏

期は、活動の進行管理や支援の調整等の

マネジメントが多くなり、実務保健師の

役割行動として自他ともに認識されにく

く、それ故に、本調査にて提示した項目

内容への回答が中程度の合意に留まった

可能性があると推察する。  
 また同意率の低い項目については、実

務者ではなく統括者・管理者の役割とし
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て判断されたもの、時期として優先順位

が低いと判断されたもの、知識レベルで

分かっていればよいと判断されたものが

あるように思われる。  
また同意の程度が低い項目について、

立場の違いによる回答を確認した結果、

異なる傾向を示していた項目が複数あっ

た。立場による認識の違いが何に由来す

るのか、その違いを相互に確認し合う機

会が必要である。  
また、超急性期における「応急手当の

実施」のように低い同意率となった内容

の中には、基本的な技術として解釈さ

れ、同意率が低くなった可能性もあると

推察する。災害時における実務保健師と

しての役割・コンピテンシー、必要な知

識・技術・態度の検討においては、保健

師としての基本的な役割・コンピテンシ

ー、知識・技術・態度との関係性を踏ま

え吟味が必要である。  
 
２．時期毎に特徴的な項目内容  

同意の程度の回答結果から、時期毎に

重要な事項として以下を得た。  
〇超急性期  
 被災者への応急対応・要配慮者への対

応といった直接的支援と共に、活動推進

に役立てるためのアセスメント力と統括

者に進言できる力が必要である。  
〇急性期及び亜急性期  
 二次的な健康被害の防止、災害関連死

の発生を予防するためのアセスメント力

と共に活動推進の体制づくりに向けた活

動の計画力・マネジメント力が必要であ

る。  
〇慢性期  
 ヘルスニーズの変化、未対応・潜在化

しているニーズのアセスメントと対応

力、資源を活用した持続的な健康管理の

体制づくりの力が必要である。  
〇静穏期  

住民や関係者と平時からつながり災害

対応を包含した地域の健康づくりの力や

活動を組織の上位計画と関連づけながら

取組む力が必要である。  
 
３．研修ガイドラインの作成に向けた示

唆  
 質問紙の作成過程で行った文献検討、

保健師へのヒアリング、デルファイ調査

の結果から、今後、実務保健師の災害時

のコンピテンシー、修得すべき知識・技

術・態度を考えていく上で、以下の示唆

を得た。  
〇災害発生後のいずれの時期において

も、被災者個人を対象に働きかける側

面と集団・地域を対象に働きかける側

面を相互に関連性を持たせながら同時

に扱う力が必要である。個人への働き

かけ、集団・地域に対する働きかけの

いずれにおいても、基本は、情報収

集、アセスメント、ニーズ把握、対応

計画の立案・提案と体制づくり、実行

と調整、評価の枠組みである。  
〇実務保健師として必要とされる知識・

技術・態度は、知識（理解）レベルで

良いもの、スキルとして確実に行動で

きるレベルで修得すべきもの、思考や

判断・創造力が求められるもの、に大

別できる。  
〇個人で学習できるもの、対面形式のワ

ークによって学習できるものがある。  
〇集中型で短期に修得可能なもの、経年

的な蓄積型で修得していくものがあ

る。  
〇平時の活動から修得可能なもの、平時

の経験からでは修得困難なものがあ

る。  
 
Ｅ．結論  
 自治体の実務保健師の災害対応力を高

めるための研修ガイドライン作成に向け

て、検討資料を得るために、実務保健師

に求められる災害時の役割とコンピテン

シー（実践能力）、その遂行のために必要

とされる知識・技術・態度について、災害

対応経験のある実務保健師及び統括保健

師等リーダー保健師を対象に、デルファ
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イ法による意見調査を行った。文献検討

及び災害対応経験のある実務保健師・統

括保健師へのヒアリング調査に基づき、

実務保健師に求められる災害時の役割と

コンピテンシー、知識・技術・態度の内容

を確定し、質問紙を作成した。調査対象

は、過去１年以上前に発生した甚大な自

然災害時に被災地としての対応経験をも

つ自治体保健師とした。候補とした 16 県

の市町村の実務保健師及び統括保健師、

保健所保健師、県庁の人材育成担当保健

師に対して 3 回の紙面調査を実施した。  
回答者は、第１回調査 238 人、第 2 回調

査 175 人、第３回調査 132 人であった。

第 3 回調査の結果、実務保健師に求めら

れる役割・コンピテンシーの 81 項目につ

いて、極めて高い同意（90%以上）は 16
（19.8%）、高い同意（80～89.9％）は 38
（46･9％）、中程度の同意（70～79.9％）

は 21（25.9％）、低い同意（51～  69.9%）

は 6（7.4％）、同意無（51％未満）は 0 で

あった。また実務保健師に必要な知識・

技術・態度の 100 の内容について、極め

て高い同意（90%以上）は 16（16.0%）、

高い同意（80～89.9％）は 55（55.0％）、

中 程 度 の 同 意 （ 70 ～ 79.9 ％ ） は 20
（20.0％）、低い同意（51～  69.9%）は 8
（8.0％）、同意無（51％未満）は 1（1.0％）

0 であった。  
災害時における実務保健師の役割・コン

ピテンシー、知識・技術・態度として、発

災直後の超急性期、急性期及び亜急性期

に、同意の程度の高い項目内容が多かっ

た。これらの時期には、実務保健師の役

割として組織内外に明示できる、具体的

な対応行動があり、その実施にあたり必

要な知識・技術・態度が求められている

と考えられる。一方で、慢性期、静穏期に

おいては、中程度の同意の項目内容の占

める割合が超急性期、急性期・亜急性期

に比べて多かった。これらの時期は、活

動の進行管理や支援の調整等のマネジメ

ントが多くなり、実務保健師の役割行動

として自他ともに認識されにくく、それ

故に、本調査にて提示した項目内容への

回答が中程度の合意に留まった可能性が

あると推察された。  
 
Ｆ．健康危険情報  
 なし  
 
Ｇ．研究発表  
 1.  論文発表  
 なし  
 2.  学会発表  
 なし  
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  
 なし  
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表１．第 1 回調査における質問紙の構成（設定項目及び設定内容の数）  

時期  設定項目  

設定内容  
実 務 保 健 師 に 求 め ら
れる役割・コンピテン
シー  

実 務 保 健 師 に 必 要 な 知
識・技術・態度  

時期Ⅰ：超急性期  7 14 30 
時期Ⅱ：急性期及び亜急性期  8 27 32 
時期Ⅲ：慢性期  4 16 15 
時期Ⅳ：静穏期毎  8 24 17 

計  27 81 94 

 

表２．第 2 回調査及び第 3 回調査において追加・表現修正した項目内容  

項目内容  
第 2 回調査の追加・表現修正  第 3 回調査の追加・表現修正  
コンピテンシー  知識・技術・態

度  
コンピテンシー  知識・技術・態

度  
Ⅰ -1．被災者への応急対
応  ＜項目 3＞  

 統括保健師と実
務保健師の役割
分担の理解  

  

Ⅰ -2．救急医療の体制づ
くり  
＜項目 4＞  

 統括保健師を補
佐する役割の理
解  

  

Ⅰ -4．被災地域のアセス
メントと受援ニーズの明
確化（迅速評価）  
＜項目 6＞  

 数量データによ
る、健康課題の
根拠の提示  

  

Ⅱ -1.持続的な健康支援の
体制づくり  
＜項目 8＞  

 グリーフケアに
関する知識  

  

Ⅱ -8．自身・同僚の健康
管理  
＜項目 15＞  

  活動の振り返り
と意味づけを行
う時間をつくる  

 

Ⅲ -2．被災地域のアセス
メントと重点的に対応す
べきヘルスニーズの把握  
＜項目 17＞  

きめ細かく対応
すべきヘルスニ
ーズを検討し、
活動の在り方を
判断する  

   

Ⅲ -3．被災地域住民への
長期的な健康管理の体制
づくり  
＜項目 18＞  

 住民の長期的な
健康管理に対す
る市町村と保健
所との役割分担  

 住民の長期的な
健康管理に対す
る市町村と保健
所との重層的な
役割分担  

同上Ⅲ -3．  
＜項目 19＞  

 支援団体・ボラ
ンティアによる
支援と被災者の
自助力の見極め  

 民間の支援団体
を含む分野を超
えた多様な立場
の関係者との連
携  

Ⅳ -2．災害時の保健活動
の地域防災計画、マニュ
アル、仕組みへの反映  
＜項目 23＞  

   応援・受援計画
の立案への参画  

同上Ⅳ -2．  
＜項目 23＞  

   地域防災計画及
び災害時活動マ
ニュアルへの受
援計画の明文化
と庁内での共有
への参画  

Ⅳ -3．要配慮者への災害
時の支援計画立案と関係
者との連携の促進  
＜項目 25＞  

   災害サイクルを
通じて要配慮者
に必要とされる
促しと関係者間
の支援について
の共通認識の形
成の場への参画  
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表３．回答者の概要（第 1 回調査～第３回調査）  
特性  第 1 回調査  

n=238 

第 2 回調査  

n=175 

第 3 回調査  

n=132 

立場  
 市町村実務保健師  
 市町村統括保健師  
 保健所保健師  
 県庁保健師  

（人）  
128 
28 
64 
18 

（％）  
53.8  
11.8  
26.9  
7.6 

（人）  
89 
22 
48 
16 

（％）  
50.9  
12.6  
27.4  
9.1 

（人）  
64 
10 
43 
15 

（％）  
48.5  
7.6  
32.6  
11.4 

年代  
20 歳代  
30 歳代  
40 歳代  
50 歳代  
60 歳代  

 
11 
27 
67 

121 
12 

 
4.6 
11.3 
28.2 
50.8 
5.0 

 
6 

20 
48 
91 
10 

 
3.4 
11.4 
27.4 
52.0 
5.7 

 
5 

15 
37 
66 
9 

 
3.8 
11.4 
28.0 
50.0 
6.8 

現在の職位  
保健師  
係長級  
課長補佐級  
課長級  
部局長・次長級  
その他  

 
91 
66 
48 
29 
0 
1 

 
38.7 
28.1 
20.4 
12.3 
0 
0.4 

 
65 
49 
37 
21 
0 
1 

 
37.6 
28.3 
21.4 
12.1 
0 
0.6 
 

 
51 
38 
24 
16 
0 
1 

 
39.2 
29.2 
18.5 
12.3 
0 
0.8 

自治体保健師経験年数  
5 年以下  
6～10 年  
11～20 年  
21 年以上  

 
10 
15 
57 

156 

 
4.2 
6.3 
23.9 
65.5 

 
 

   

対応経験のある災害 (複数回
答 ) 

地震  
津波  
集中豪雨・台風・洪水  
崖崩れ・土石流・地滑り  
落雷・竜巻  
火山噴火  
放射線等有害物質  流出  
その他  

 
155 
82 

162 
16 
0 
2 
7 

11 

 
67.4 
35.7 
70.4 
7.0 
0 
0.9 
3.0 
4.8 
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表４．第 3 回調査（回答者 132 名）における各項目内容の同意の程度  

時期 

設
定
項
目 

実務保健師に求められる役割・コン
ピテンシー 

実務保健師に必要な知識・技術・態
度 

内
容 
 

同意の程度 
（極めて高い同意

（90%以上）、高い同

意（80～89.9％）、

中程度の同意（70～

79.9％）、低い同意

（51～ 69.9％）、同

意無：（51％未満） 

該
当
数 

％ 
内
容 
 

同意の程度 
（極めて高い同意

（90%以上）、高い

同意（80～

89.9％）、中程度の

同意（70～

79.9％）、低い同意

（51～ 69.9％）、

同意無：（51％未

満） 

該
当
数 

％ 

時期Ⅰ：

超急性期 
7 14 

極めて高い同意 9  64.3 

33 

極めて高い同意 11 33.3 

高い同意 3 21.4 高い同意 18 54.5 

中程度の同意 1 7.1 中程度の同意 1 3.0 

低い同意        1 7.1 低い同意        2 6.1 

同意無 0 0.0 同意無 1 3.0 

時期Ⅱ：

急性期 

及び亜急

性期 

8 27 

極めて高い同意 6 22.2 

33 

極めて高い同意 4 12.1 

高い同意 15 55.6 高い同意 20 60.6 

中程度の同意 4 14.8 中程度の同意 9 27.3 

低い同意        2 7.4 低い同意        0 0.0 

同意無 0 0.0 同意無 0 0.0 

時期Ⅲ：

慢性期 
4 16 

極めて高い同意 0 0.0 

17 

極めて高い同意 0 0.0 

高い同意 9 56.3 高い同意 11 64.7 

中程度の同意 6 37.5 中程度の同意 4 23.5 

低い同意        1 6.3 低い同意        2 11.8 

同意無 0 0.0 同意無 0 0.0 

時期Ⅳ：

静穏期 
8 24 

極めて高い同意 1 4.2 

17 

極めて高い同意 1 5.9 

高い同意 11 45.8 高い同意 6 35.3 

中程度の同意 10 41.7 中程度の同意 6 35.3 

低い同意        2 8.3 低い同意        4 23.5 

同意無 0 0.0 同意無 0 0.0 

合計 27  81 

極めて高い同意 16 19.8 

100 

極めて高い同意 16 16.0 

高い同意 38 46.9 高い同意 55 55.0 

中程度の同意 21 25.9 中程度の同意 20 20.0 

低い同意        6 7.4 低い同意        8 8.0 

同意無 0 0.0 同意無 1 1.0 
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 有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 被災者・避難者の中から重症傷病者等の救急医療の必要な人、持続的な医療やケアが必要な人、
配慮の必要な人を特定し、緊急搬送、福祉避難所への移送、別室等での対応を行う。また緊急ではな
い要医療者の手当て、要配慮者への継続的な見守りを行う。

132 90.2 % ＊高

② 保健福祉事業実施中の場合は、事業参加者の安全を確保し住民の不安が最小限となるよう統括保
健師と連携の下、住民に情報提供を行う。

131 94.7 % ＊高

心身のアセスメント 130 89.2 % 高

保健福祉的視点からのトリアージ 131 92.4 % ＊高

応急手当の実施 131 42.4 % 同意無

要配慮者の判断基準 130 91.5 % ＊高

災害時の倫理的な判断と行動 130 88.5 % 高

保健福祉事業中の災害発生に対する住民の安全確保と対応方法の理解 131 96.2 % ＊高

自身の安全確保と組織活動を意識した行動の実施 131 93.9 % ＊高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 避難者の健康観察、避難環境の整備により、二次的な健康被害の発生を予防する。 131 95.4 % ＊高

災害時の二次的健康被害の理解 132 96.2 % ＊高

避難先での被災者の健康状態の把握 132 95.5 % ＊高

避難環境のアセスメント 132 96.2 % ＊高

感染症予防対策の実施 132 93.9 % ＊高

急性期の被災者の心理的反応とこころのケアに関する理解 132 85.6 % 高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 必要な応援内容と人員を判断し、統括保健師へ報告する。 132 90.9 % ＊高

応援の必要性の判断 132 87.1 % 高

指示命令系統の理解 132 91.7 % ＊高

統括保健師と実務保健師の役割分担の理解（＋） 130 81.5 % 高

応援者の種別・特性や要請の仕組みの理解 132 84.8 % 高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 診療可能な病院、医療の確保を必要とする被災者に関する情報収集を行う。 132 93.9 % ＊高

② 医療を必要とする被災者への医療提供体制づくりについて統括保健師を補佐し協働する。 132 90.2 % ＊高

地域医療の稼働や緊急受入に関する情報収集 132 65.2 % 低

医療依存度の高い被災者に関する情報収集 130 91.5 % ＊高

統括保健師を補佐する役割の理解（＋） 130 83.8 % 高

地域防災計画における医療救護体制の理解 130 85.4 % 高

表．5　第3回調査（回答者132名）集計結果－実務保健師に求められるコンピテンシー（実践
能力）及び必要な知識・技術・態度に対する同意率
 a）同意率　「極めて重要である」「非常に重要である」の合計%で示した
 b) 程度　高：高い同意（80%以上。＊高は90%以上）中：中程度の同意（70～79.9％）低：低い同意（51～  69.9％）同意
無：（51％未満）
 c)第2回調査で追加・表現修正した項目内容（＋）、第3回調査で追加・表現修正した項目内容（＋＋）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅰ-1．被災者への応急対応
項目１　【活動場所】 救護所、避難所、その他被災者の避難先

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅰ-1．被災者への応急対応
項目2　【活動場所】 避難所、その他被災者の避難先

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅰ-1．被災者への応急対応
項目3　【活動場所】 救護所、避難所、その他被災者の避難先

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅰ-2．救急医療の体制づくり
項目4　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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表 5（続き）  

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 平時から把握している要配慮者のうち早急に安否確認の必要な対象者を判断する。 132 92.4 % ＊高

② 安否確認の体制づくりを行う。 132 91.7 % ＊高

③ 安否確認のもれ、不明者の確認に対する持続的な管理を行う。 132 69.7 % 低

安否確認の必要な要配慮者の優先度に関する判断 132 87.1 % 高

要配慮者の避難行動及び避難先での生活に必要な支援対応に関するアセスメント 132 87.1 % 高

連携が必要な関係者の特定と要配慮者への持続的な支援及び管理の体制づくり 129 84.5 % 高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 避難所等巡回、関係者及び災害対策本部等からの情報を活用して、被災者のヘルスニーズの概要
を迅速に把握し、優先度を高くして対応すべき地域の課題と対象を明確にする。

131 91.6 % ＊高

② 地域の現有資源による対応力を踏まえたときに受援が必要である課題及び対象を明確にする。 130 86.2 % 高

③ 既に被災地で活動を開始している支援チームについて情報収集する。 130 73.8 % 中

避難所等巡回による情報収集の体制づくり 130 86.9 % 高

関係者や災害対策本部から入手した情報の活用 130 87.7 % 高

被災地域の迅速評価 130 88.5 % 高

数量データによる、健康課題の根拠の提示（＋） 130 63.1 % 低

優先度の高い課題と対象のリストアップ 130 90.0 % ＊高

受援の必要性と内容に関する判断 130 84.6 % 高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 受援に際して外部支援者に依頼する内容を特定し、具体的な期間、人数、依頼内容を計画し、統括
保健師に報告する。

131 87.0 % 高

② 市町村と保健所との連携の下で、外部支援者が効果的に活動できるように受入の準備を行う。 130 86.2 % 高

外部支援者の種別・職務の理解 126 84.1 % 高

被災現地の保健師と外部支援者の協働の理解 129 78.3 % 中

外部支援者が効果的に活動できるための体制・調整の理解 130 83.8 % 高

保健所による、都道府県・外部支援者・被災市町村のリエゾンの理解 130 82.3 % 高

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅰ-5．外部支援者の受入に向けた準備
項目7　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅰ-3．要配慮者の安否確認と避難への支援
項目5　【活動場所】 保健活動拠点及び地域包括支援センター等

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅰ-4．被災地域のアセスメントと受援ニーズの明確化（迅速評価）
項目6　【活動場所】 救護所、避難所、その他被災者の避難先
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表 5（続き）  

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 被災者・避難者の心身の健康状態をアセスメントし、セルフケアのために必要な情報や仕組みを判
断する。

130 92.3 % ＊高

② 二次的健康障害を未然に予防するための対策を講じる。 130 93.1 % ＊高

③ 関連死のリスク兆候を早期に把握し必要な個別対応と予防対策を講じる。 131 93.1 % ＊高

④ 住民による主体的な健康管理及び避難所運営管理者等と連携した健康管理の体制づくりを行う。 130 88.5 % 高

個人・家族による健康管理のセルフケアの体制づくり 130 83.1 % 高

成長発達段階、ジェンダーに考慮した支援 130 76.2 % 中

亜急性期の被災者の心理的反応とこころのケアに関する知識 131 90.1 % ＊高

グリーフケアに関する知識（＋） 130 80.0 % 高

廃用性症候群の理解と防止策の実施 131 90.1 % ＊高

関連死のリスク兆候の理解と対応 131 86.3 % 高

避難所の運営管理者との連携 131 88.5 % 高
長期化する避難生活において想定されるヘルスニーズと連携すべき専門職や専門チームに関する理
解

130 86.2 % 高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 環境衛生の視点から避難所の生活環境をアセスメントし具体的な方策を提案する。 131 87.8 % 高

② 安心・安全の視点から避難所の生活環境をアセスメントし具体的な方策を提案する。 131 83.2 % 高

避難所の衛生環境及び生活環境に関する知識とアセスメント 131 86.3 % 高

発達段階やジェンダーの違いにより配慮の必要な生活環境管理に関する知識 130 79.2 % 中

感染症予防・食中毒予防に関する技術 131 95.4 % ＊高

災害時における啓発普及の技術 131 83.2 % 高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 避難所単位、地区単位に、地域住民のヘルスニーズを持続的に把握すると共に、避難所の統廃合
等の状況変化に応じて生じるヘルスニーズの変化を明らかにする。

132 87.9 % 高

② 未対応、潜在化しているニーズを明らかにする。 131 80.2 % 高

③ 被災自治体庁内の関連部署及び外部の関連機関・施設の活動の動向について情報を把握する。 131 80.9 % 高

④ 重点的に対応すべきヘルスニーズを検討し対応策を提案する。 131 85.5 % 高

⑤ 災害対策本部に求める対応の根拠を作成する。 131 59.5 % 低

モニタリングによる持続的な情報の蓄積と分析 129 81.4 % 高

ヘルスニーズの変化、未対応のニーズ及び潜在化しているニーズの検討 132 87.9 % 高

活動の動向を情報収集すべき庁内の関連部署及び関連機関・施設の理解 130 79.2 % 中

重点的に対応すべきヘルスニーズと活用する資源の検討 131 84.0 % 高

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅱ-3．被災地域のアセスメントと重点的に対応すべきヘルスニーズの把握
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（継続的な評価）
項目10　【活動場所】 避難所等被災者の避難先

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅱ-1.持続的な健康支援の体制づくり
項目8　【活動場所】 避難所等被災者の避難先

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅱ-2．避難所の衛生管理及び安心・安全な生活環境の体制づくり
項目9　【活動場所】 避難所等被災者の避難先
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表 5（続き）  

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 災害対策本部の情報、健康支援活動の方針を支援者間で共有し、各役割を明確にしながら連携協
働できる体制をつくる。

132 85.6 % 高

② 外部支援者から受けた相談事項へ対応すると共に、外部支援者の報告から得たヘルスニーズを地
域のヘルスニーズの検討に活かす。

132 87.9 % 高

③ 人員の適正配置に関してアセスメントを行い必要な調整を提案すると共に、避難所の統廃合等の状
況の変化に応じて外部支援者の共同体制の再構築を図る。

131 71.8 % 中

チームビルディングの方法の理解 131 81.7 % 高

協働活動を効果的に進めるための会議運営技術 130 83.1 % 高

短期交代する外部支援者の活動の質の担保及び情報の見える化 131 76.3 % 中

外部支援者が捉えたヘルスニーズへの対応と情報の活用 131 86.3 % 高

外部支援者の適正配置のアセスメントと変化するニーズを踏まえた共同方法の調整 131 77.1 % 中

保健所による、都道府県・外部支援者・被災市町村のリエゾンの活用 130 77.7 % 中

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 要配慮者のニーズを持続的に把握し、地域包括支援センター等の関係部署や関係機関と連携･協
働して支援を行う。

132 84.1 % 高

② 介護・福祉サービスの中断状況の把握と再開への調整支援を行う。 131 74.8 % 中

③ 避難所の生活環境を要配慮者の視点からアセスメントし調整の必要な事項について避難所運営管
理者に助言する。また必要に応じて地域住民の理解促進を助ける。

130 90.8 % ＊高

④ 福祉避難所の環境衛生、個別対応について、生活相談職員等の支援者への助言を行う。 130 82.3 % 高

二次的健康被害及び不利益を被り易い要配慮者の健康・生活状態の持続的なアセスメント 127 83.5 % 高

避難所生活の長期化による心身への影響と新たな要配慮者の出現あるいは状況悪化への対応と関係
者との連携

128 84.4 % 高

介護・福祉サービスの中断者への対応 123 74.0 % 中

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 自宅滞在者等の二次的健康被害防止のため健康管理に必要な情報提供を行う。また支援の必要性
のある個人・家族の把握のため健康調査を企画・実施する。

132 88.6 % 高

② 新たに支援が必要な要配慮者を把握し、情報や支援の提供につなげる。 130 85.4 % 高

地域の多様な場において支援の必要性のある個人・家族の把握と対応 130 92.3 % ＊高

車中泊・テント泊等の二次的健康被害の予防と対策の理解 132 88.6 % 高

潜在的な支援ニーズ把握のための健康調査の企画と実施の体制づくり 130 76.9 % 中

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 保健事業の継続や再開について、根拠、優先順位、必要とする人員・物資・場等を判断し、実施に
向けて調整する。必要時、応援要請する。

131 80.9 % 高

② 保健事業の再開を通して、被災者のヘルスニーズを把握する方策を持つと共に、要配慮者を把握し
適切な支援につなげる。

131 90.8 % ＊高

③ 庁内の他部署・他の関係機関の事業の継続・再開等の動きを把握する。 131 77.1 % 中

④ 既存事業の工夫に加え、新規事業の創出の必要性について検討し提言する。 131 62.6 % 低

保健福祉事業の中断、継続、再開の意義や必要性についての判断と根拠の提示 130 83.1 % 高

ニーズに基づいた新規事業の企画と必要な人的・物的・財政的資源の提示、期待される成果、及びそ
れらの根拠の提示

130 75.4 % 中

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅱ-6．自宅滞在者等への支援
項目13　【活動場所】 避難所外の被災者の避難先

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅱ-7．保健福祉の通常業務の持続・再開及び新規事業の創出
項目14　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅱ-4．外部支援者との協働による活動の推進
項目11　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅱ-5．要配慮者への継続的な支援体制づくり
項目12　【活動場所】 避難所等被災者の避難先
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有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 自身・同僚のストレス・健康状態の把握と休息の必要性について判断する。 132 90.2 % ＊高
② ミーティング等の対話の場を通して、同僚相互の状況理解、それぞれの思いを尊重し、各人の役割
遂行への敬意を示す。

132 87.1 % 高

③ 活動の振り返りと意味づけを行う時間をつくる。（＋＋） 130 73.1 % 中

自身及び職場のストレスマネジメント 132 87.9 % 高

被災自治体の支援者のストレス反応とこころのケアの理解 132 89.4 % 高

同僚相互の健康観察及び思いや役割遂行の理解と活動を意味づける場の重要性の理解 132 87.9 % 高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 被災地における復旧・復興期の活動計画を具体化するために必要な業務量を推定する。 131 71.0 % 中

② 地元のマンパワーの確保状況、医療・保健・介護・福祉サービスの再開状況、復旧・復興期の活動方
針に照らして、外部支援者の撤退の時期について判断する。

131 71.8 % 中

③ 受援の終息を見越して活動の引継ぎに関する計画を策定する。 131 75.6 % 中

復旧・復興期における活動計画及び人的・物的・財政的な資源確保の方策立案 131 69.5 % 低

地元のマンパワーの確保と活用及び地元の支援人材の育成に対する計画立案 131 72.5 % 中

外部支援者の撤退時期の判断と引継ぎ計画の立案 131 68.7 % 低

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 仮設住宅単位、地区単位に、地域住民のヘルスニーズを持続的に把握する方法を構築すると共
に、仮設住宅等移動後に生じるヘルスニーズの変化を明らかにする。

132 86.4 % 高

② 未対応のニーズ、潜在化しているニーズを明らかにする。 129 85.3 % 高

③ 被災自治体庁内の関連部署及び外部の関連機関・施設の活動の動向について情報を把握する。 129 83.7 % 高

④ きめ細かく対応すべきヘルスニーズを検討し、活動の在り方を判断する。（＋） 129 87.6 % 高

⑤ 定期的な健康生活調査等に基づき、被災者の健康課題の明確化を図り、対策につなげる。 129 87.6 % 高

復旧・復興期に生じ易い被災者の健康問題及び生活上の問題の理解 129 89.9 % 高

被災者の居住先が分散化する状況下での持続的なヘルスニーズ把握のための方法の構築 129 84.5 % 高

ヘルスニーズの変化、未対応のニーズ及び潜在化しているニーズの検討 128 86.7 % 高

活動の動向を情報収集すべき庁内の関連部署及び関連機関・施設の理解 129 82.2 % 高

重点的に対応すべきヘルスニーズと活用する資源の検討 129 84.5 % 高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 要配慮者の応急仮設住宅等への移動後の生活状況とヘルスニーズを把握する。 130 87.7 % 高

② 継続支援が必要な住民の選定基準を明確にし、関係者と連携した支援体制を構築する。 130 83.8 % 高

③ 健診等の結果や健康実態調査等の情報を活用して被災者の健康状態を持続的に把握すると共に
必要に応じて個人・家族に支援を行う。

129 78.3 % 中

復旧・復興期の被災者の心理的反応とこころのケアに関する知識・技術 130 83.8 % 高

継続支援が必要な住民の選定基準 130 81.5 % 高

住民の長期的な健康管理に活用できる情報源及び地域資源の理解 130 86.9 % 高

住民の長期的な健康管理に対する市町村と保健所との受層的な役割分担（＋）（＋＋） 130 75.4 % 中

関係者との連携による持続的な支援体制づくり 129 88.4 % 高

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅲ-2．被災地域のアセスメントと重点的に対応すべきヘルスニーズの把握
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（継続的な評価）
項目17　【活動場所】 応急仮設住宅等の被災者の居住先地域

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅲ-3．被災地域住民への長期的な健康管理の体制づくり
項目18　【活動場所】 応急仮設住宅等の被災者の居住先地域

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅱ-8．自身・同僚の健康管理
項目15　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅲ-1．外部支援撤退時期の判断と撤退後の活動に向けた体制づくり
項目16　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）
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有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 応急仮設住宅入居者、自宅滞在者などが生活再建に向けて自助力・共助力を高めることを支援す
る。

130 76.2 % 中

② 地域の文化、地域住民の気質・価値観などの尊重と配慮について支援者間で共有を図る。 130 64.6 % 低

③ 被災地・被災者のみならず住民全体の支援ニーズを踏まえた活動を行う。 130 83.1 % 高

④ 生活不活発病や閉じこもり予防のための活動を企画･実施する。 130 82.3 % 高

⑤ 生活圏域を単位に住民や関係者と連携・協働した地域活動の企画実施を行う。 129 77.5 % 中

支援団体・ボランティアによる支援と被災者の自助力の見極め（＋） 130 75.4 % 中

地域の強みや弱み、地域資源に関する地域診断 130 83.8 % 高

住民の自助力・共助力を活かした地域活動の技術 130 80.0 % 高

民間の支援団体を含む分野を超えた多様な立場の関係者との連携（＋＋） 130 77.7 % 中

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 災害を想定した場合の地域の健康問題及び支援対応の脆弱性や強みに関するアセスメントを行う。 130 79.2 % 中

② アセスメント結果に基づき、住民や関係者との協働による防災・減災に対する取組計画を策定する。 130 63.8 % 低

③ 平時の保健福祉事業の場に、災害対応について住民と共に考える機会を織り込む。 130 71.5 % 中

④ 平常時のかかわりを通じて、災害時の健康支援への協力者となりうる地域住民や地元の関係者と保
健師の信頼関係を構築する。

130 87.7 % 高

災害を想定した場合の地域の脆弱性や強みに関する地域診断 130 77.7 % 中

保健福祉事業の場の活用による、災害対応について住民と共に考える機会の企画・実施・評価 130 70.8 % 中

住民や地元の関係者との信頼関係の構築及び有事における連携協働のイメージの構築 130 80.0 % 高

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 要配慮者の災害時の避難行動や避難所での生活を想定した場合の地域の脆弱性や強みをアセスメ
ントする。

130 83.8 % 高

② 災害時における共助について住民や関係者と共に考える場を企画する。 130 72.3 % 中

災害時対応を想定した場合の要配慮者に対する地域の脆弱性や強みに関する地域診断 131 80.2 % 高

災害時の共助について住民及び関係者と共に考える場の企画・実施・評価 130 69.2 % 低

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 地域防災計画から、災害時の保健師の位置づけを確認する。 132 90.9 % ＊高

② 地域防災計画と災害時保健活動マニュアル等の実施計画との関連及び整合性を図る。 131 88.5 % 高

所属自治体における所属組織の分掌と指示命令系統の理解 131 88.5 % 高

職能を活かした災害時の活動体制の実質化を図るための庁内での合意形成への参画 127 72.4 % 中

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅳ-2．災害時の保健活動の地域防災計画、マニュアル、仕組みへの反映
項目22　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅲ-4．生活再建・コミュニティへの支援
項目19　【活動場所】 応急仮設住宅等の被災者の居住先地域

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅳ-1．地域住民や関係者との協働による防災・減災の取り組み
項目20　【活動場所】 地域活動

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅳ-1．地域住民や関係者との協働による防災・減災の取り組み
項目21　【活動場所】 地域活動
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表 5（続き）  

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 被害想定に基づき、受援の内容や方法について、全ての災害サイクルに対して、その意義や必要性
を確認する。

130 81.5 % 高

② 応援・受援に関する計画を立案し組織で共有する。 130 68.5 % 低

③ 地域防災計画、所属部署の災害時活動マニュアルに受援体制を位置づける。 130 70.0 % 中

応援・受援計画の立案への参画（＋＋） 130 72.3 % 中

地域防災計画及び災害時活動マニュアルへの受援計画の明文化と庁内での共有への参画（＋＋） 130 71.5 % 中

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 要配慮者の情報の管理体制・活用方法について関係者間で共有を図る。 130 80.8 % 高

② 要配慮者の個別支援計画を当事者及び関係者と共に立案する。 129 74.4 % 中
③ 要配慮者の個別支援計画等の実効性を高めるための方策を企画・実施・評価し、自治体の施策とし
て取り組むべきことを明確にする。

130 70.8 % 中

要配慮者の個別の災害時支援計画の立案 127 64.6 % 低

要配慮者の個別支援計画等の実効性を高めるための訓練等の方策の企画・実施・評価 131 68.7 % 低

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 要配慮者への災害時支援マニュアル等を作成し関係者間で共有する。 129 74.4 % 中

② 要配慮者避難支援連絡会議等の平時からの設置と連絡会の役割、業務等の検討を行う。 129 70.5 % 中

③ 災害時要配慮者名簿の活用方法について関係関連部署での合意を図る。 129 70.5 % 中
④ 要配慮者への医療介護等に関与している関係者と各種の協議会等を通じて、平時から組織的な連
携強化を図る。

129 77.5 % 中

災害サイクルを通じて要配慮者に必要とされる促しと関係者間の支援についての共通認識の形成の場
への参画（＋＋）

128 68.8 % 低

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 災害時の活動経過を検証するために記録や資料を整理する。 132 86.4 % 高

② 災害時の対応経験を振り返り意味づけを行うことを通して学びと教訓を得る。 132 85.6 % 高

③ 災害時の活動経験を人材育成に活かす。 132 87.1 % 高

災害対応経験の振り返りと意味づけを行う場や機会の創出 131 80.9 % 高

災害時の対応経験を人材育成につなげるための研修の企画・実施 131 79.4 % 中

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 災害時の自身の安全確保や健康維持のために必要な物資を備蓄する。 132 82.6 % 高

② 災害発生時の家族間の安否確認方法、居住地の避難所及び避難経路等を確認しておく。 132 87.9 % 高

③ 勤務中に災害が発生した時の対応についてあらかじめ家族間で話し合っておく。 132 86.4 % 高

災害発生時に自身や家族に起こりうる状況の理解 132 89.4 % 高

個人の安全・健康維持に必要な物品の理解 132 86.4 % 高

家族間の安否確認・連絡方法に対する理解 132 90.2 % ＊高

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅳ-3．要配慮者への災害時の支援計画立案と関係者との連携の促進
項目25　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅳ-4．災害支援活動を通じた保健師の専門性の明確化
項目26　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅳ-5．自身及び家族の災害への備え
項目27　【活動場所】 自宅、保健活動拠点

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅳ-2．災害時の保健活動の地域防災計画、マニュアル、仕組みへの反映
項目23　【活動場所】 保健活動拠点

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅳ-3．要配慮者への災害時の支援計画立案と関係者との連携の促進
項目24　【活動場所】 保健活動拠点
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全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

① 被災者・避難者の中から重症傷病者等の救急医療の必要な人、持続的な医療やケアが必要な人、
配慮の必要な人を特定し、緊急搬送、福祉避難所への移送、別室等での対応を行う。また緊急ではな
い要医療者の手当て、要配慮者への継続的な見守りを行う。

132 90.2 % ＊高 64 89.1 % 高 10 100.0 % ＊高 43 86.0 % 高 15 100.0 % ＊高

② 保健福祉事業実施中の場合は、事業参加者の安全を確保し住民の不安が最小限となるよう統括保
健師と連携の下、住民に情報提供を行う。

131 94.7 % ＊高 64 95.3 % ＊高 9 100.0 % ＊高 43 93.0 % ＊高 15 93.3 % ＊高

心身のアセスメント 130 89.2 % 高 63 90.5 % ＊高 10 90.0 % ＊高 43 86.0 % 高 14 92.9 % ＊高
保健福祉的視点からのトリアージ 131 92.4 % ＊高 63 90.5 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 93.0 % ＊高 15 93.3 % ＊高
応急手当の実施 131 42.4 %  同意無 63 48.4 %  同意無 10 30.0 %  同意無 43 32.6 %  同意無 15 53.3 % 低
要配慮者の判断基準 130 91.5 % ＊高 63 92.1 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 90.7 % ＊高 14 85.7 % 高
災害時の倫理的な判断と行動 130 88.5 % 高 62 91.9 % ＊高 10 70.0 % 中 43 90.7 % ＊高 15 80.0 % 高
保健福祉事業中の災害発生に対する住民の安全確保と対応方法の理解 131 96.2 % ＊高 63 95.2 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 97.7 % ＊高 15 93.3 % ＊高
自身の安全確保と組織活動を意識した行動の実施 131 93.9 % ＊高 63 90.5 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 97.7 % ＊高 15 93.3 % ＊高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 避難者の健康観察、避難環境の整備により、二次的な健康被害の発生を予防する。 131 95.4 % ＊高 64 92.2 % ＊高 10 100.0 % ＊高 42 97.6 % ＊高 15 100.0 % ＊高

災害時の二次的健康被害の理解 132 96.2 % ＊高 64 93.8 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 97.7 % ＊高 15 100.0 % ＊高
避難先での被災者の健康状態の把握 132 95.5 % ＊高 64 95.3 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 93.0 % ＊高 15 100.0 % ＊高
避難環境のアセスメント 132 96.2 % ＊高 64 95.3 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 97.7 % ＊高 15 93.3 % ＊高
感染症予防対策の実施 132 93.9 % ＊高 64 95.3 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 88.4 % 高 15 100.0 % ＊高
急性期の被災者の心理的反応とこころのケアに関する理解 132 85.6 % 高 64 90.6 % ＊高 10 90.0 % ＊高 43 81.4 % 高 15 73.3 % 中

表．6 第3回調査（回答者132名）集計結果－実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）及び必要な知識・技術・態度に対する同意率ー立場別の状況
 a）同意率　「極めて重要である」「非常に重要である」の合計%で示した
 b) 程度　高：高い同意（80%以上。＊高は90%以上）中：中程度の同意（70～79.9％）低：低い同意（51～ 69.9％） 同意無：（51％未満）
 c) 第2回調査で追加・表現修正した項目内容（＋）、第3回調査で追加・表現修正した項目内容（＋＋）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅰ-1．被災者への応急対応
項目１　【活動場所】 救護所、避難所、その他被災者の避難先
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅰ-1．被災者への応急対応
項目2　【活動場所】 避難所、その他被災者の避難先
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 必要な応援内容と人員を判断し、統括保健師へ報告する。 132 90.9 % ＊高 64 89.1 % 高 10 90.0 % ＊高 43 93.0 % ＊高 15 93.3 % ＊高

応援の必要性の判断 132 87.1 % 高 64 84.4 % 高 10 90.0 % ＊高 43 88.4 % 高 15 93.3 % ＊高
指示命令系統の理解 132 91.7 % ＊高 64 93.8 % ＊高 10 90.0 % ＊高 43 90.7 % ＊高 15 86.7 % 高
統括保健師と実務保健師の役割分担の理解 130 81.5 % 高 63 76.2 % 中 10 90.0 % ＊高 42 85.7 % 高 15 86.7 % 高
応援者の種別・特性や要請の仕組みの理解 132 84.8 % 高 64 84.4 % 高 10 70.0 % 中 43 90.7 % ＊高 15 80.0 % 高

Ⅰ-1．被災者への応急対応
項目3　【活動場所】 救護所、避難所、その他被災者の避難先
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

 
 
  



92 
 

表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 診療可能な病院、医療の確保を必要とする被災者に関する情報収集を行う。 132 93.9 % ＊高 64 89.1 % 高 10 100.0 % ＊高 43 97.7 % ＊高 15 100.0 % ＊高

② 医療を必要とする被災者への医療提供体制づくりについて統括保健師を補佐し協働する。 132 90.2 % ＊高 64 84.4 % 高 10 100.0 % ＊高 43 95.3 % ＊高 15 93.3 % ＊高

地域医療の稼働や緊急受入に関する情報収集 132 65.2 % 低 64 71.9 % 中 10 70.0 % 中 43 55.8 % 低 15 60.0 % 低
医療依存度の高い被災者に関する情報収集 130 91.5 % ＊高 63 92.1 % ＊高 10 90.0 % ＊高 42 90.5 % ＊高 15 93.3 % ＊高
統括保健師を補佐する役割の理解 130 83.8 % 高 63 84.1 % 高 10 100.0 % ＊高 42 78.6 % 中 15 86.7 % 高
地域防災計画における医療救護体制の理解 130 85.4 % 高 63 87.3 % 高 10 80.0 % 高 42 83.3 % 高 15 86.7 % 高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 平時から把握している要配慮者のうち早急に安否確認の必要な対象者を判断する。 132 92.4 % ＊高 64 87.5 % 高 10 100.0 % ＊高 43 95.3 % ＊高 15 100.0 % ＊高
② 安否確認の体制づくりを行う。 132 91.7 % ＊高 64 85.9 % 高 10 90.0 % ＊高 43 97.7 % ＊高 15 100.0 % ＊高
③ 安否確認のもれ、不明者の確認に対する持続的な管理を行う。 132 69.7 % 低 64 68.8 % 低 10 80.0 % 高 43 67.4 % 低 15 73.3 % 中

安否確認の必要な要配慮者の優先度に関する判断 132 87.1 % 高 64 82.8 % 高 10 90.0 % ＊高 43 88.4 % 高 15 100.0 % ＊高
要配慮者の避難行動及び避難先での生活に必要な支援対応に関するアセスメント 132 87.1 % 高 64 85.9 % 高 10 80.0 % 高 43 88.4 % 高 15 93.3 % ＊高
連携が必要な関係者の特定と要配慮者への持続的な支援及び管理の体制づくり 129 84.5 % 高 63 87.3 % 高 10 90.0 % ＊高 41 80.5 % 高 15 80.0 % 高

Ⅰ-2．救急医療の体制づくり
項目4　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅰ-3．要配慮者の安否確認と避難への支援
項目5　【活動場所】 保健活動拠点及び地域包括支援センター等
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 避難所等巡回、関係者及び災害対策本部等からの情報を活用して、被災者のヘルスニーズの概要
を迅速に把握し、優先度を高くして対応すべき地域の課題と対象を明確にする。

131 91.6 % ＊高 64 85.9 % 高 10 100.0 % ＊高 42 97.6 % ＊高 15 93.3 % ＊高

② 地域の現有資源による対応力を踏まえたときに受援が必要である課題及び対象を明確にする。 130 86.2 % 高 64 81.3 % 高 10 100.0 % ＊高 41 95.1 % ＊高 15 73.3 % 中

③ 既に被災地で活動を開始している支援チームについて情報収集する。 130 73.8 % 中 64 70.3 % 中 10 70.0 % 中 41 75.6 % 中 15 86.7 % 高

避難所等巡回による情報収集の体制づくり 130 86.9 % 高 64 84.4 % 高 10 90.0 % ＊高 41 90.2 % ＊高 15 86.7 % 高
関係者や災害対策本部から入手した情報の活用 130 87.7 % 高 64 89.1 % 高 10 100.0 % ＊高 41 82.9 % 高 15 86.7 % 高
被災地域の迅速評価 130 88.5 % 高 64 85.9 % 高 10 90.0 % ＊高 41 90.2 % ＊高 15 93.3 % ＊高
数量データによる、健康課題の根拠の提示 130 63.1 % 低 64 62.5 % 低 10 60.0 % 低 41 70.7 % 中 15 46.7 % 同意無

優先度の高い課題と対象のリストアップ 130 90.0 % ＊高 64 89.1 % 高 10 80.0 % 高 41 90.2 % ＊高 15 100.0 % ＊高
受援の必要性と内容に関する判断 130 84.6 % 高 64 82.8 % 高 10 90.0 % ＊高 41 85.4 % 高 15 86.7 % 高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 受援に際して外部支援者に依頼する内容を特定し、具体的な期間、人数、依頼内容を計画し、統括
保健師に報告する。

131 87.0 % 高 64 81.3 % 高 10 90.0 % ＊高 42 92.9 % ＊高 15 93.3 % ＊高

② 市町村と保健所との連携の下で、外部支援者が効果的に活動できるように受入の準備を行う。 130 86.2 % 高 64 79.7 % 中 10 90.0 % ＊高 41 92.7 % ＊高 15 93.3 % ＊高

外部支援者の種別・職務の理解 126 84.1 % 高 62 82.3 % 高 9 66.7 % 低 40 87.5 % 高 15 93.3 % ＊高
被災現地の保健師と外部支援者の協働の理解 129 78.3 % 中 63 77.8 % 中 9 77.8 % 中 42 81.0 % 高 15 73.3 % 中
外部支援者が効果的に活動できるための体制・調整の理解 130 83.8 % 高 64 81.3 % 高 10 90.0 % ＊高 41 82.9 % 高 15 93.3 % ＊高
保健所による、都道府県・外部支援者・被災市町村のリエゾンの理解 130 82.3 % 高 64 81.3 % 高 10 70.0 % 中 41 82.9 % 高 15 93.3 % ＊高

Ⅰ-4．被災地域のアセスメントと受援ニーズの明確化（迅速評価）
項目6　【活動場所】 救護所、避難所、その他被災者の避難先
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅰ-5．外部支援者の受入に向けた準備
項目7　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 被災者・避難者の心身の健康状態をアセスメントし、セルフケアのために必要な情報や仕組みを判
断する。

130 92.3 % ＊高 64 92.2 % ＊高 10 100.0 % ＊高 42 90.5 % ＊高 14 92.9 % ＊高

② 二次的健康障害を未然に予防するための対策を講じる。 130 93.1 % ＊高 64 90.6 % ＊高 10 100.0 % ＊高 42 92.9 % ＊高 14 100.0 % ＊高
③ 関連死のリスク兆候を早期に把握し必要な個別対応と予防対策を講じる。 131 93.1 % ＊高 64 92.2 % ＊高 10 100.0 % ＊高 42 90.5 % ＊高 15 100.0 % ＊高

④ 住民による主体的な健康管理及び避難所運営管理者等と連携した健康管理の体制づくりを行う。 130 88.5 % 高 64 89.1 % 高 10 90.0 % ＊高 41 85.4 % 高 15 93.3 % ＊高

個人・家族による健康管理のセルフケアの体制づくり 130 83.1 % 高 64 84.4 % 高 10 80.0 % 高 41 80.5 % 高 15 86.7 % 高
成長発達段階、ジェンダーに考慮した支援 130 76.2 % 中 64 84.4 % 高 9 66.7 % 低 42 71.4 % 中 15 60.0 % 低
亜急性期の被災者の心理的反応とこころのケアに関する知識 131 90.1 % ＊高 64 90.6 % ＊高 10 100.0 % ＊高 42 88.1 % 高 15 86.7 % 高
グリーフケアに関する知識 130 80.0 % 高 64 82.8 % 高 9 77.8 % 中 42 81.0 % 高 15 66.7 % 低
廃用性症候群の理解と防止策の実施 131 90.1 % ＊高 64 89.1 % 高 10 100.0 % ＊高 42 90.5 % ＊高 15 86.7 % 高
関連死のリスク兆候の理解と対応 131 86.3 % 高 64 84.4 % 高 10 100.0 % ＊高 42 85.7 % 高 15 86.7 % 高
避難所の運営管理者との連携 131 88.5 % 高 63 90.5 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 86.0 % 高 15 80.0 % 高
長期化する避難生活において想定されるヘルスニーズと連携すべき専門職や専門チームに関する理
解

130 86.2 % 高 64 87.5 % 高 9 88.9 % 高 42 85.7 % 高 15 80.0 % 高

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅱ-1.持続的な健康支援の体制づくり
項目8　【活動場所】 避難所等被災者の避難先
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 環境衛生の視点から避難所の生活環境をアセスメントし具体的な方策を提案する。 131 87.8 % 高 64 92.2 % ＊高 10 90.0 % ＊高 42 83.3 % 高 15 80.0 % 高
② 安心・安全の視点から避難所の生活環境をアセスメントし具体的な方策を提案する。 131 83.2 % 高 64 87.5 % 高 10 70.0 % 中 42 81.0 % 高 15 80.0 % 高

避難所の衛生環境及び生活環境に関する知識とアセスメント 131 86.3 % 高 64 90.6 % ＊高 10 90.0 % ＊高 42 81.0 % 高 15 80.0 % 高
発達段階やジェンダーの違いにより配慮の必要な生活環境管理に関する知識 130 79.2 % 中 64 84.4 % 高 9 88.9 % 高 42 73.8 % 中 15 66.7 % 低
感染症予防・食中毒予防に関する技術 131 95.4 % ＊高 64 96.9 % ＊高 10 90.0 % ＊高 42 92.9 % ＊高 15 100.0 % ＊高
災害時における啓発普及の技術 131 83.2 % 高 64 85.9 % 高 10 80.0 % 高 42 78.6 % 中 15 86.7 % 高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 避難所単位、地区単位に、地域住民のヘルスニーズを持続的に把握すると共に、避難所の統廃合
等の状況変化に応じて生じるヘルスニーズの変化を明らかにする。

132 88.5 % 高 64 87.3 % 高 10 100.0 % ＊高 43 86.0 % 高 15 93.3 % ＊高

② 未対応、潜在化しているニーズを明らかにする。 131 80.2 % 高 64 81.3 % 高 10 80.0 % 高 42 78.6 % 中 15 80.0 % 高

③ 被災自治体庁内の関連部署及び外部の関連機関・施設の活動の動向について情報を把握する。 131 80.9 % 高 64 85.9 % 高 10 70.0 % 中 42 76.2 % 中 15 80.0 % 高

④ 重点的に対応すべきヘルスニーズを検討し対応策を提案する。 131 85.5 % 高 63 84.1 % 高 10 80.0 % 高 43 88.4 % 高 15 86.7 % 高
⑤ 災害対策本部に求める対応の根拠を作成する。 131 59.5 % 低 64 60.9 % 低 10 60.0 % 低 42 54.8 % 低 15 66.7 % 低

モニタリングによる持続的な情報の蓄積と分析 129 81.4 % 高 62 88.7 % 高 10 80.0 % 高 42 76.2 % 中 15 66.7 % 低
ヘルスニーズの変化、未対応のニーズ及び潜在化しているニーズの検討 132 87.9 % 高 64 84.4 % 高 10 90.0 % ＊高 43 88.4 % 高 15 100.0 % ＊高
活動の動向を情報収集すべき庁内の関連部署及び関連機関・施設の理解 130 79.2 % 中 64 78.1 % 中 10 90.0 % ＊高 41 73.2 % 中 15 93.3 % ＊高
重点的に対応すべきヘルスニーズと活用する資源の検討 131 84.0 % 高 63 87.3 % 高 10 100.0 % ＊高 43 76.7 % 中 15 80.0 % 高

Ⅱ-2．避難所の衛生管理及び安心・安全な生活環境の体制づくり
項目9　【活動場所】 避難所等被災者の避難先
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅱ-3．被災地域のアセスメントと重点的に対応すべきヘルスニーズの把握
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（継続的な評価）
項目10　【活動場所】 避難所等被災者の避難先
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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表 6（続き）

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 災害対策本部の情報、健康支援活動の方針を支援者間で共有し、各役割を明確にしながら連携協
働できる体制をつくる。

132 85.6 % 高 64 79.7 % 中 10 100.0 % ＊高 43 90.7 % ＊高 15 86.7 % 高

② 外部支援者から受けた相談事項へ対応すると共に、外部支援者の報告から得たヘルスニーズを地
域のヘルスニーズの検討に活かす。

132 87.9 % 高 64 81.3 % 高 10 100.0 % ＊高 43 93.0 % ＊高 15 93.3 % ＊高

③ 人員の適正配置に関してアセスメントを行い必要な調整を提案すると共に、避難所の統廃合等の状
況の変化に応じて外部支援者の共同体制の再構築を図る。

131 71.8 % 中 64 79.7 % 中 10 60.0 % 低 42 64.3 % 低 15 66.7 % 低

チームビルディングの方法の理解 131 81.7 % 高 64 79.7 % 中 10 80.0 % 高 42 85.7 % 高 15 80.0 % 高
協働活動を効果的に進めるための会議運営技術 130 83.1 % 高 63 79.4 % 中 10 80.0 % 高 42 88.1 % 高 15 86.7 % 高
短期交代する外部支援者の活動の質の担保及び情報の見える化 131 76.3 % 中 64 75.0 % 中 10 80.0 % 高 42 76.2 % 中 15 80.0 % 高
外部支援者が捉えたヘルスニーズへの対応と情報の活用 131 86.3 % 高 64 89.1 % 高 10 90.0 % ＊高 42 81.0 % 高 15 86.7 % 高
外部支援者の適正配置のアセスメントと変化するニーズを踏まえた共同方法の調整 131 77.1 % 中 64 81.3 % 高 10 80.0 % 高 42 66.7 % 低 15 86.7 % 高
保健所による、都道府県・外部支援者・被災市町村のリエゾンの活用 130 77.7 % 中 64 75.0 % 中 10 70.0 % 中 41 80.5 % 高 15 86.7 % 高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 要配慮者のニーズを持続的に把握し、地域包括支援センター等の関係部署や関係機関と連携･協
働して支援を行う。

132 84.1 % 高 64 87.5 % 高 10 90.0 % ＊高 43 76.7 % 中 15 86.7 % 高

② 介護・福祉サービスの中断状況の把握と再開への調整支援を行う。 131 74.8 % 中 64 82.8 % 高 10 70.0 % 中 42 66.7 % 低 15 66.7 % 低
③ 避難所の生活環境を要配慮者の視点からアセスメントし調整の必要な事項について避難所運営管
理者に助言する。また必要に応じて地域住民の理解促進を助ける。

130 90.8 % ＊高 64 95.3 % ＊高 10 100.0 % ＊高 41 82.9 % 高 15 86.7 % 高

④ 福祉避難所の環境衛生、個別対応について、生活相談職員等の支援者への助言を行う。 130 82.3 % 高 64 89.1 % 高 10 90.0 % ＊高 41 73.2 % 中 15 73.3 % 中

二次的健康被害及び不利益を被り易い要配慮者の健康・生活状態の持続的なアセスメント 127 83.5 % 高 63 82.5 % 高 10 80.0 % 高 40 82.5 % 高 14 92.9 % ＊高
避難所生活の長期化による心身への影響と新たな要配慮者の出現あるいは状況悪化への対応と関係
者との連携

128 84.4 % 高 63 87.3 % 高 10 80.0 % 高 41 80.5 % 高 14 85.7 % 高

介護・福祉サービスの中断者への対応 123 74.0 % 中 59 79.7 % 中 10 60.0 % 低 40 70.0 % 中 14 71.4 % 中

Ⅱ-4．外部支援者との協働による活動の推進
項目11　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅱ-5．要配慮者への継続的な支援体制づくり
項目12　【活動場所】 避難所等被災者の避難先
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 自宅滞在者等の二次的健康被害防止のため健康管理に必要な情報提供を行う。また支援の必要性
のある個人・家族の把握のため健康調査を企画・実施する。

132 88.6 % 高 64 89.1 % 高 10 100.0 % ＊高 43 86.0 % 高 15 86.7 % 高

② 新たに支援が必要な要配慮者を把握し、情報や支援の提供につなげる。 130 85.4 % 高 63 88.9 % 高 10 90.0 % ＊高 42 83.3 % 高 15 73.3 % 中

地域の多様な場において支援の必要性のある個人・家族の把握と対応 130 92.3 % ＊高 64 95.3 % ＊高 10 90.0 % ＊高 41 85.4 % 高 15 100.0 % ＊高
車中泊・テント泊等の二次的健康被害の予防と対策の理解 132 88.6 % 高 64 87.5 % 高 10 100.0 % ＊高 43 86.0 % 高 15 93.3 % ＊高
潜在的な支援ニーズ把握のための健康調査の企画と実施の体制づくり 130 76.9 % 中 64 82.8 % 高 10 70.0 % 中 41 68.3 % 低 15 80.0 % 高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 保健事業の継続や再開について、根拠、優先順位、必要とする人員・物資・場等を判断し、実施に
向けて調整する。必要時、応援要請する。

131 80.9 % 高 64 85.9 % 高 10 60.0 % 低 42 78.6 % 中 15 80.0 % 高

② 保健事業の再開を通して、被災者のヘルスニーズを把握する方策を持つと共に、要配慮者を把握し
適切な支援につなげる。

131 90.8 % ＊高 64 92.2 % ＊高 10 100.0 % ＊高 42 85.7 % 高 15 93.3 % ＊高

③ 庁内の他部署・他の関係機関の事業の継続・再開等の動きを把握する。 131 77.1 % 中 64 79.7 % 中 10 70.0 % 中 42 71.4 % 中 15 86.7 % 高
④ 既存事業の工夫に加え、新規事業の創出の必要性について検討し提言する。 131 62.6 % 低 64 64.1 % 低 10 70.0 % 中 42 57.1 % 低 15 66.7 % 低

保健福祉事業の中断、継続、再開の意義や必要性についての判断と根拠の提示 130 83.1 % 高 64 87.5 % 高 10 90.0 % ＊高 41 75.6 % 中 15 80.0 % 高
ニーズに基づいた新規事業の企画と必要な人的・物的・財政的資源の提示、期待される成果、及びそ
れらの根拠の提示

130 75.4 % 中 64 76.6 % 中 10 90.0 % ＊高 41 70.7 % 中 15 73.3 % 中

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅱ-6．自宅滞在者等への支援
項目13　【活動場所】 避難所外の被災者の避難先
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅱ-7．保健福祉の通常業務の持続・再開及び新規事業の創出
項目14　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 自身・同僚のストレス・健康状態の把握と休息の必要性について判断する。 132 90.2 % ＊高 64 87.5 % 高 10 100.0 % ＊高 43 93.0 % ＊高 15 86.7 % 高
② ミーティング等の対話の場を通して、同僚相互の状況理解、それぞれの思いを尊重し、各人の役割
遂行への敬意を示す。

132 87.1 % 高 64 85.9 % 高 10 90.0 % ＊高 43 88.4 % 高 15 86.7 % 高

③ 活動の振り返りと意味づけを行う時間をつくる。 130 73.1 % 中 64 75.0 % 中 10 60.0 % 低 41 73.2 % 中 15 73.3 % 中

自身及び職場のストレスマネジメント 132 87.9 % 高 64 87.5 % 高 10 90.0 % ＊高 43 88.4 % 高 15 86.7 % 高
被災自治体の支援者のストレス反応とこころのケアの理解 132 89.4 % 高 64 89.1 % 高 10 90.0 % ＊高 43 90.7 % ＊高 15 86.7 % 高
同僚相互の健康観察及び思いや役割遂行の理解と活動を意味づける場の重要性の理解 132 87.9 % 高 64 89.1 % 高 10 80.0 % 高 43 86.0 % 高 15 93.3 % ＊高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 被災地における復旧・復興期の活動計画を具体化するために必要な業務量を推定する。 131 71.0 % 中 64 71.9 % 中 10 70.0 % 中 42 71.4 % 中 15 66.7 % 低

② 地元のマンパワーの確保状況、医療・保健・介護・福祉サービスの再開状況、復旧・復興期の活動方
針に照らして、外部支援者の撤退の時期について判断する。

131 71.8 % 中 64 78.1 % 中 10 70.0 % 中 42 61.9 % 低 15 73.3 % 中

③ 受援の終息を見越して活動の引継ぎに関する計画を策定する。 131 75.6 % 中 64 76.6 % 中 10 70.0 % 中 42 71.4 % 中 15 86.7 % 高

復旧・復興期における活動計画及び人的・物的・財政的な資源確保の方策立案 131 69.5 % 低 64 71.9 % 中 10 70.0 % 中 42 64.3 % 低 15 73.3 % 中
地元のマンパワーの確保と活用及び地元の支援人材の育成に対する計画立案 131 72.5 % 中 64 73.4 % 中 10 90.0 % ＊高 42 64.3 % 低 15 80.0 % 高
外部支援者の撤退時期の判断と引継ぎ計画の立案 131 68.7 % 低 64 73.4 % 中 10 70.0 % 中 42 61.9 % 低 15 66.7 % 低

Ⅱ-8．自身・同僚の健康管理
項目15　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅲ-1．外部支援撤退時期の判断と撤退後の活動に向けた体制づくり
項目16　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 仮設住宅単位、地区単位に、地域住民のヘルスニーズを持続的に把握する方法を構築すると共
に、仮設住宅等移動後に生じるヘルスニーズの変化を明らかにする。

132 86.4 % 高 64 82.8 % 高 10 90.0 % ＊高 43 90.7 % ＊高 15 86.7 % 高

② 未対応のニーズ、潜在化しているニーズを明らかにする。 129 85.3 % 高 64 90.6 % ＊高 10 80.0 % 高 40 80.0 % 高 15 80.0 % 高

③ 被災自治体庁内の関連部署及び外部の関連機関・施設の活動の動向について情報を把握する。 129 83.7 % 高 64 87.5 % 高 10 90.0 % ＊高 40 75.0 % 中 15 86.7 % 高

④ きめ細かく対応すべきヘルスニーズを検討し、活動の在り方を判断する。 129 87.6 % 高 64 89.1 % 高 10 90.0 % ＊高 40 87.5 % 高 15 80.0 % 高

⑤ 定期的な健康生活調査等に基づき、被災者の健康課題の明確化を図り、対策につなげる。 129 87.6 % 高 64 90.6 % ＊高 10 100.0 % ＊高 40 82.5 % 高 15 80.0 % 高

復旧・復興期に生じ易い被災者の健康問題及び生活上の問題の理解 129 89.9 % 高 64 92.2 % ＊高 10 90.0 % ＊高 40 85.0 % 高 15 93.3 % ＊高

被災者の居住先が分散化する状況下での持続的なヘルスニーズ把握のための方法の構築 129 84.5 % 高 64 87.5 % 高 10 70.0 % 中 40 82.5 % 高 15 86.7 % 高

ヘルスニーズの変化、未対応のニーズ及び潜在化しているニーズの検討 128 86.7 % 高 63 87.3 % 高 10 70.0 % 中 40 90.0 % ＊高 15 86.7 % 高
活動の動向を情報収集すべき庁内の関連部署及び関連機関・施設の理解 129 82.2 % 高 64 79.7 % 中 10 80.0 % 高 40 80.0 % 高 15 100.0 % ＊高
重点的に対応すべきヘルスニーズと活用する資源の検討 129 84.5 % 高 64 82.8 % 高 10 90.0 % ＊高 40 82.5 % 高 15 93.3 % ＊高

Ⅲ-2．被災地域のアセスメントと重点的に対応すべきヘルスニーズの把握
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（継続的な評価）
項目17　【活動場所】 応急仮設住宅等の被災者の居住先地域
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 要配慮者の応急仮設住宅等への移動後の生活状況とヘルスニーズを把握する。 130 87.7 % 高 64 89.1 % 高 10 80.0 % 高 41 87.8 % 高 15 86.7 % 高

② 継続支援が必要な住民の選定基準を明確にし、関係者と連携した支援体制を構築する。 130 83.8 % 高 64 82.8 % 高 10 80.0 % 高 41 87.8 % 高 15 80.0 % 高

③ 健診等の結果や健康実態調査等の情報を活用して被災者の健康状態を持続的に把握すると共に
必要に応じて個人・家族に支援を行う。

129 78.3 % 中 64 85.9 % 高 10 80.0 % 高 40 72.5 % 中 15 60.0 % 低

復旧・復興期の被災者の心理的反応とこころのケアに関する知識・技術 130 83.8 % 高 64 79.7 % 中 10 80.0 % 高 41 92.7 % ＊高 15 80.0 % 高
継続支援が必要な住民の選定基準 130 81.5 % 高 64 82.8 % 高 10 90.0 % ＊高 41 80.5 % 高 15 73.3 % 中
住民の長期的な健康管理に活用できる情報源及び地域資源の理解 130 86.9 % 高 64 93.8 % ＊高 10 80.0 % 高 41 78.0 % 中 15 86.7 % 高
住民の長期的な健康管理に対する市町村と保健所との重層的な役割分担 130 75.4 % 中 64 73.4 % 中 10 60.0 % 低 41 78.0 % 中 15 86.7 % 高
関係者との連携による持続的な支援体制づくり 129 88.4 % 高 63 85.7 % 高 10 80.0 % 高 41 92.7 % ＊高 15 93.3 % ＊高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 応急仮設住宅入居者、自宅滞在者などが生活再建に向けて自助力・共助力を高めることを支援す
る。

130 76.2 % 中 64 79.7 % 中 10 80.0 % 高 41 68.3 % 低 15 80.0 % 高

② 地域の文化、地域住民の気質・価値観などの尊重と配慮について支援者間で共有を図る。 130 64.6 % 低 64 67.2 % 低 10 50.0 % 同意無 41 61.0 % 低 15 73.3 % 中

③ 被災地・被災者のみならず住民全体の支援ニーズを踏まえた活動を行う。 130 83.1 % 高 64 85.9 % 高 10 90.0 % ＊高 41 73.2 % 中 15 93.3 % ＊高
④ 生活不活発病や閉じこもり予防のための活動を企画･実施する。 130 82.3 % 高 64 81.3 % 高 10 80.0 % 高 41 80.5 % 高 15 93.3 % ＊高
⑤ 生活圏域を単位に住民や関係者と連携・協働した地域活動の企画実施を行う。 129 77.5 % 中 64 76.6 % 中 10 70.0 % 中 41 75.6 % 中 14 92.9 % ＊高

支援団体・ボランティアによる支援と被災者の自助力の見極め 130 75.4 % 中 64 71.9 % 中 10 90.0 % ＊高 41 75.6 % 中 15 80.0 % 高
地域の強みや弱み、地域資源に関する地域診断 130 83.8 % 高 64 82.8 % 高 10 100.0 % ＊高 41 78.0 % 中 15 93.3 % ＊高
住民の自助力・共助力を活かした地域活動の技術 130 80.0 % 高 64 81.3 % 高 10 80.0 % 高 41 75.6 % 中 15 86.7 % 高
民間の支援団体を含む分野を超えた多様な立場の関係者との連携 130 77.7 % 中 64 78.1 % 中 10 90.0 % ＊高 41 68.3 % 低 15 93.3 % ＊高

Ⅲ-3．被災地域住民への長期的な健康管理の体制づくり
項目18　【活動場所】 応急仮設住宅等の被災者の居住先地域
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅲ-4．生活再建・コミュニティへの支援
項目19　【活動場所】 応急仮設住宅等の被災者の居住先地域
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 災害を想定した場合の地域の健康問題及び支援対応の脆弱性や強みに関するアセスメントを行う。 130 79.2 % 中 64 76.6 % 中 10 80.0 % 高 41 78.0 % 中 15 93.3 % ＊高

② アセスメント結果に基づき、住民や関係者との協働による防災・減災に対する取組計画を策定する。 130 63.8 % 低 64 60.9 % 低 10 60.0 % 低 41 63.4 % 低 15 80.0 % 高

③ 平時の保健福祉事業の場に、災害対応について住民と共に考える機会を織り込む。 130 71.5 % 中 64 65.6 % 低 10 80.0 % 高 41 73.2 % 中 15 86.7 % 高
④ 平常時のかかわりを通じて、災害時の健康支援への協力者となりうる地域住民や地元の関係者と保
健師の信頼関係を構築する。

130 87.7 % 高 64 85.9 % 高 10 100.0 % ＊高 41 82.9 % 高 15 100.0 % ＊高

災害を想定した場合の地域の脆弱性や強みに関する地域診断 130 77.7 % 中 64 73.4 % 中 10 70.0 % 中 41 80.5 % 高 15 93.3 % ＊高

保健福祉事業の場の活用による、災害対応について住民と共に考える機会の企画・実施・評価 130 70.8 % 中 64 67.2 % 低 10 70.0 % 中 41 73.2 % 中 15 80.0 % 高

住民や地元の関係者との信頼関係の構築及び有事における連携協働のイメージの構築 130 80.0 % 高 64 81.3 % 高 10 80.0 % 高 41 73.2 % 中 15 93.3 % ＊高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 要配慮者の災害時の避難行動や避難所での生活を想定した場合の地域の脆弱性や強みをアセスメ
ントする。

130 83.8 % 高 64 84.4 % 高 10 80.0 % 高 41 80.5 % 高 15 93.3 % ＊高

② 災害時における共助について住民や関係者と共に考える場を企画する。 130 72.3 % 中 64 71.9 % 中 10 70.0 % 中 41 68.3 % 低 15 86.7 % 高

災害時対応を想定した場合の要配慮者に対する地域の脆弱性や強みに関する地域診断 131 80.2 % 高 64 75.0 % 中 10 80.0 % 高 42 81.0 % 高 15 100.0 % ＊高

災害時の共助について住民及び関係者と共に考える場の企画・実施・評価 130 69.2 % 低 64 64.1 % 低 10 70.0 % 中 41 70.7 % 中 15 86.7 % 高

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅳ-1．地域住民や関係者との協働による防災・減災の取り組み
項目20　【活動場所】 地域活動
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

Ⅳ-1．地域住民や関係者との協働による防災・減災の取り組み
項目21　【活動場所】 地域活動
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 地域防災計画から、災害時の保健師の位置づけを確認する。 132 90.9 % ＊高 64 87.5 % 高 10 80.0 % 高 43 95.3 % ＊高 15 100.0 % ＊高

② 地域防災計画と災害時保健活動マニュアル等の実施計画との関連及び整合性を図る。 131 88.5 % 高 64 82.8 % 高 10 90.0 % ＊高 42 92.9 % ＊高 15 100.0 % ＊高

所属自治体における所属組織の分掌と指示命令系統の理解 131 88.5 % 高 64 84.4 % 高 10 90.0 % ＊高 42 90.5 % ＊高 15 100.0 % ＊高

職能を活かした災害時の活動体制の実質化を図るための庁内での合意形成への参画 127 72.4 % 中 62 71.0 % 中 10 90.0 % ＊高 40 70.0 % 中 15 73.3 % 中

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 被害想定に基づき、受援の内容や方法について、全ての災害サイクルに対して、その意義や必要性
を確認する。

130 81.5 % 高 64 76.6 % 中 10 90.0 % ＊高 41 80.5 % 高 15 100.0 % ＊高

② 応援・受援に関する計画を立案し組織で共有する。 130 68.5 % 低 64 65.6 % 低 10 70.0 % 中 41 68.3 % 低 15 80.0 % 高
③ 地域防災計画、所属部署の災害時活動マニュアルに受援体制を位置づける。 130 70.0 % 中 64 70.3 % 中 10 70.0 % 中 41 65.9 % 低 15 80.0 % 高

応援・受援計画の立案への参画 130 72.3 % 中 64 70.3 % 中 10 80.0 % 高 41 68.3 % 低 15 86.7 % 高

地域防災計画及び災害時活動マニュアルへの受援計画の明文化と庁内での共有への参画 130 71.5 % 中 64 71.9 % 中 10 60.0 % 低 41 68.3 % 低 15 86.7 % 高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 要配慮者の情報の管理体制・活用方法について関係者間で共有を図る。 130 80.8 % 高 64 78.1 % 中 10 80.0 % 高 41 80.5 % 高 15 93.3 % ＊高
② 要配慮者の個別支援計画を当事者及び関係者と共に立案する。 129 74.4 % 中 63 71.4 % 中 10 80.0 % 高 41 75.6 % 中 15 80.0 % 高
③ 要配慮者の個別支援計画等の実効性を高めるための方策を企画・実施・評価し、自治体の施策とし
て取り組むべきことを明確にする。

130 70.8 % 中 64 75.0 % 中 10 70.0 % 中 41 61.0 % 低 15 80.0 % 高

要配慮者の個別の災害時支援計画の立案 127 64.6 % 低 63 57.1 % 低 10 70.0 % 中 40 70.0 % 中 14 78.6 % 中

要配慮者の個別支援計画等の実効性を高めるための訓練等の方策の企画・実施・評価 131 68.7 % 低 63 68.3 % 低 10 40.0 % 43 69.8 % 低 15 86.7 % 高

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅳ-2．災害時の保健活動の地域防災計画、マニュアル、仕組みへの反映
項目22　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅳ-2．災害時の保健活動の地域防災計画、マニュアル、仕組みへの反映
項目23　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅳ-3．要配慮者への災害時の支援計画立案と関係者との連携の促進
項目24　【活動場所】 保健活動拠点
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表 6（続き）  

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 要配慮者への災害時支援マニュアル等を作成し関係者間で共有する。 129 74.4 % 中 64 71.9 % 中 10 90.0 % ＊高 40 72.5 % 中 15 80.0 % 高

② 要配慮者避難支援連絡会議等の平時からの設置と連絡会の役割、業務等の検討を行う。 129 70.5 % 中 64 70.3 % 中 10 90.0 % ＊高 40 65.0 % 低 15 73.3 % 中

③ 災害時要配慮者名簿の活用方法について関係関連部署での合意を図る。 129 70.5 % 中 64 70.3 % 中 10 70.0 % 中 40 70.0 % 中 15 73.3 % 中
④ 要配慮者への医療介護等に関与している関係者と各種の協議会等を通じて、平時から組織的な連
携強化を図る。

129 77.5 % 中 64 75.0 % 中 10 90.0 % ＊高 40 70.0 % 中 15 100.0 % ＊高

災害サイクルを通じて要配慮者に必要とされる支援についての関係者間の共通認識の促しと場の設定 128 68.8 % 低 63 65.1 % 低 10 70.0 % 中 40 70.0 % 中 15 80.0 % 高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 災害時の活動経過を検証するために記録や資料を整理する。 132 86.4 % 高 64 84.4 % 高 10 90.0 % ＊高 43 86.0 % 高 15 93.3 % ＊高
② 災害時の対応経験を振り返り意味づけを行うことを通して学びと教訓を得る。 132 85.6 % 高 64 81.3 % 高 10 90.0 % ＊高 43 88.4 % 高 15 93.3 % ＊高
③ 災害時の活動経験を人材育成に活かす。 132 87.1 % 高 64 84.4 % 高 10 80.0 % 高 43 90.7 % ＊高 15 93.3 % ＊高

災害対応経験の振り返りと意味づけを行う場や機会の創出 131 80.9 % 高 64 79.7 % 中 10 80.0 % 高 42 81.0 % 高 15 86.7 % 高
災害時の対応経験を人材育成につなげるための研修の企画・実施 131 79.4 % 中 64 78.1 % 中 10 70.0 % 中 42 83.3 % 高 15 80.0 % 高

全体 市町村実務保健師 市町村統括保健師 保健所保健師 都道府県本庁保健師

有効
回答数

同意率
a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

合計
同意率

 a)
程度

b)
合計

同意率
 a)

程度
b)

① 災害時の自身の安全確保や健康維持のために必要な物資を備蓄する。 132 82.6 % 高 64 81.3 % 高 10 90.0 % ＊高 43 81.4 % 高 15 86.7 % 高

② 災害発生時の家族間の安否確認方法、居住地の避難所及び避難経路等を確認しておく。 132 87.9 % 高 64 89.1 % 高 10 90.0 % ＊高 43 88.4 % 高 15 80.0 % 高

③ 勤務中に災害が発生した時の対応についてあらかじめ家族間で話し合っておく。 132 86.4 % 高 64 89.1 % 高 10 90.0 % ＊高 43 83.7 % 高 15 80.0 % 高

災害発生時に自身や家族に起こりうる状況の理解 132 89.4 % 高 64 92.2 % ＊高 10 90.0 % ＊高 43 88.4 % 高 15 80.0 % 高
個人の安全・健康維持に必要な物品の理解 132 86.4 % 高 64 87.5 % 高 10 90.0 % ＊高 43 86.0 % 高 15 80.0 % 高
家族間の安否確認・連絡方法に対する理解 132 90.2 % ＊高 64 90.6 % ＊高 10 100.0 % ＊高 43 90.7 % ＊高 15 80.0 % 高

Ⅳ-5．自身及び家族の災害への備え
項目27　【活動場所】 自宅、保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅳ-3．要配慮者への災害時の支援計画立案と関係者との連携の促進
項目25　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容

Ⅳ-4．災害支援活動を通じた保健師の専門性の明確化
項目26　【活動場所】 保健活動拠点
実務保健師に求められるコンピテンシー（実践能力）

実務保健師に必要な知識・技術・態度の内容
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